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3.7 本章のまとめ …………………………………………………………………… 114












































































































































































































































































2 山口県 平成 18～20年 埴生沖，小野田沖 37,000 水産事業

















7 広島県 平成 23年 京橋川（広島市内） 2,700 環境修復






10 松江市 平成 25年 松江城 堀川 実証試験 水質浄化
出典）港湾工事推奨用リサイクル製品便覧（平成 25年度版）（p.136，リサイクルポート推進協議会技術開発部会循
環資源利用促進分科会，3/2014.）1) 掲載表を転載




し，砂の代替材となる石炭灰造粒物を 2000 年（平成 12 年）から製造している 6）．石炭灰（フライ
アッシュ）を造粒・固化した材料で，覆砂材等の環境改善材および地盤改良材として活用されてい
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るリサイクルガイドライン（平成 13年 3月）」及びリサイクル技術指針（平成 16年 3月，平成 24
年 3月に一部改訂）を見直し，「港湾・空港等整備におけるリサイクルガイドライン（改訂）13)」と





国土交通省中国地方整備局広島港湾空港技術調査事務所では，平成 19 年度から平成 24 年度の 6
年間に渡って，広島湾奥部に位置する海田湾において検討・実証された「石炭灰造粒物による底質
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隙水中の PO4-P を吸着し，底泥からの PO4-P の溶出を抑制することを明らかにしている．更に





は確認されなかった」ことが報告されている．この試験 44)は，平成 22 年 7 月～10 月にかけて広島
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外から堆積泥の流入が生じ，これに伴い被覆層上へ最大 80cm 程度の厚みで浮泥が堆積していた． 
本論文では，過栄養な内港域で有効な底質改善手法として，1 層目に細粒分，2 層目に粗粒分を
















































1.3.5 石炭灰造粒物の耐波浪特性（覆砂設計手法）（第 6 章）
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1.4 論文の研究フロー
 論文の研究フローを図-1.4.1 に示す． 
図中番号は，第 2～6 章の関連節番号を索引として示す
図-1.4.1 論文の研究項目に関する関係図（研究項目相関図）
耐波浪特性（覆砂設計手法） 第 6 章
沿岸域の底質改善手法と改善効果 第 4 章
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図-1.5.1 論文の構成
第１章 序論 
1.1 研究の背景 1.2 研究の目的と位置付け 1.3 研究の方法 1.4 研究フロー
第２章 石炭灰造粒物の材料特性 
2.1 石炭灰造粒物の基礎特性 2.2 配合調整した石炭灰造粒物の物理・化学特性
2.3 石炭灰造粒物による pH上昇特性   2.4 保水特性と溶存態イオンの溶出特性
2.5 材料となるアルカリ剤の化学特性 2.6 長期養生した海砂代替材の組成変化
2.7 長期的な物理化学特性の変化
第５章 石炭灰造粒物の覆砂材としての生物親和性 

































































第 3章 4節 浄化された河岸ヘドロの有機物特性評価
第 4章 6節 底質改善状況を評価するための調査手法












































第 5章 5.3, 5.4 
覆砂状散布
底泥への被覆覆砂
第 5章 5.5，第 6章 6.4 
アマモ場の創造
第 4章 4.4 
覆砂による水循環
第 4章 4.2, 4.3 
浸透泥層への覆砂




第 5章 5.2 
動植物の育成基盤
水産資源の生息場の造成
第 5章 5.5, 5.6 
有機泥の捕捉・分解
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品質項目 単位 試験方法 規格値 備考
土粒子の密度 g/cm3 JIS-A-1202 2.1～2.4 砂質土 2.6～2.8 
乾燥密度 g/cm3 JIS-A-1225 0.8～1.1 砂質土 1.2～1.8 
湿潤密度 g/cm3 JIS-A-1225 1.0～1.4 砂質土 1.6～2.0 
含水比 % JIS-A-1203 15～35  
粒度（ふるい） % JIS-A-1204 粒径加積曲線参照
透水試験
（粒径 40mm 以下） m/s 
JIS-A-1218 1.04×10-2 m/s (0Ec)  
4.99×10-7 m/s (6Ec) 
最適含水比 % JIS-A-1210 40～50 (5mm 以下)  
20～30 (40mm 以下) 
吸水率 % JIS-A-1110 
JIS-A-1109
15～25 水砕スラグ 0.5～3.0 
三軸圧縮強度
内部摩擦角
（粒径 40mm 以下） 度 JGS 0524 
35 以上 (0Ec) 礫質土   35°砂質土   30°
水砕スラグ 35°
45 以上 (6Ec) 
圧壊強度 MPa JIS-Z-8841 1.2 以上



























0.29 0.011 40 1.4 2.34 
出典）石炭灰造粒物の環境改善効果に係る基礎的性状（表-3，樋野和俊ら，
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2.2 配合調整した石炭灰造粒物の物理化学特性
2.2.1 配合調整した石炭灰造粒物の製作と物理化学特性に関する実験方法







10 mm）を試験製作した．なお，比較試料として FA 添加率を可能な限り大きくした FA 固化体（ケ







容積と加積細孔容積率として表示した．併せて，XRD（X 線回折装置, RAD-RU300, 理学電機製）に
より結晶組成物（化合物）を同定し，同定された物質の半定量解析（Reference Intensity Ratio 法）を
実施した．非晶質量の評価は，結晶質と非晶質のピークを分離して非晶質強度を全強度（非晶質含）




FA 添加量に比例し乾燥密度は低下した（図-2.2.1）．これはセメントに比較し FA の密度が小さい
ためである．一方，空隙率は FA95 %（ケース 1）で大きかったが，セメント添加率が極端に低く，
覆砂材に要求される材料強度は満足されなかった．要求強度を満足する FA 添加率はケース 2 以下で
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図-2.2.1 覆砂材の配合と空隙率・乾燥密度の関係 5)
図-2.2.2 覆砂材の配合と比表面積・非晶質量評価の関係 5)
図-2.2.3 FA 比率を調整した覆砂材の細孔容積分布 5)
図-2.2.4 FA 比率を調整した覆砂材の加積細孔容積率分布 5)








配合調整した海砂代替材の圧壊強度試験を実施した．試験は 12 ヶ月養生後に 1 軸圧縮試験機によ
り球形試料を対象とした JIS-Z-8841 圧壊強度試験に基づき実施した．直径 10 mm 程度の試料をそ
れぞれ 10 個用いた．10 試料の平均値（圧壊強度）と変動係数を図-2.2.5に示す．石炭灰添加率の





30 ヶ月養生した海砂代替材 5 ケースを用いた蛍光 X 線分析装置により元素構成比を分析した（図
-2.2.6）．微量元素も分析したが，ここでは主要な構成元素を示した．横軸は石炭灰の添加率，縦軸
は XRF 分析で得られた元素構成比である．配合調整した海砂代替材の元素構成比が明らかとなった．
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図-2.2.6 配合を変化した海砂代替材の主要元素構成比 6)
2.2.5 石炭灰造粒物の XRD 解析による化合物の同定
配合調整した造粒物を XRD（X 線回折）解析装置（RAD-RU300; 理学電気製）により分析した結
果，FA 混合率による結晶組成物の違いが確認された（表-2.2.2）．これは FA とセメント混合率によ
る水和反応とポゾラン反応率の相違が原因と考察される．併せて同定された物質の半定量解析












25 ～1000 ℃，昇温速度を 10 ℃/分とした．TG 曲線（図-2.2.7）は熱重量分析結果であり，TG の
下降は質量減少を示す．DTA 曲線（図-2.2.8）は示差熱分析結果（熱的挙動）であり，DTA の上昇
は発熱現象を，下降は吸熱現象を示す．図中 25～300 ℃は，付着水の脱離，カルシウムシリケート




高温でも脱水分解量が減り TG が変化しないと考察できる．これは XRD 解析で確認された FA 混合
率の増加とともに非晶質量が増加（表-2.2.2）する傾向と同様であった．
1000 ℃において，FA95 %の TG は-2.5 %であるが，FA0 %（セメント固化体）では TG は-15.0 %
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でに覆砂材として活用されている石炭灰造粒物は，FA87 %の混合率である．これは覆砂材として施
工する際に必要となる強度（1.2MPa）を満足するセメント混合率より配合を選定している．




的に把握し，本研究で得られた XRD 解析，TG-DTA 分析結果を比較して，土壌反応特性と組成物質
の相関関係を評価することが課題である．
表-2.2.2 配合比率を変化させた石炭灰造粒物の定量結果 7)






Case 1 Case 2 Case 3 Case 4 Case 5
FA95 % FA87 % FA70 % FA40 % FA0 %
非晶質量評価 61.8 61.2 54.5 48.8 41.6
A16Si2O13(Mullite) 48.9 30 19.9 16 0
SiO2(Quartz) 24.3 17.8 9.5 9.4 0
CaCO3 (Calcite) 20.1 46.8 36.6 49.6 13.3
Ca3SiO5 (Hatrurite) 6.8 4.8 13.6 19.5 34.4
Ca6A12(SO4)3
･(OH)12･26H2O(Ettringite)
0 0.5 1.0 2.7 2
Ca(OH)2 (Portlandite) 0 0 0 2.2 3.3
CaSiO3 (Wollastonite) 0 0 2.9 0 6.8
β-Ca2SiO4 0 0 0 0 36.6
γ- Ca2SiO4 0 0 16.3 0 0
Ca3 A12O6 0 0 0 0 3.6
C2H2CaO4･A12O3
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2.3 石炭灰造粒物による pH 上昇特性
2.3.1 石炭灰造粒物による pH 上昇実験 
石炭灰造粒物の覆砂層内および直上水では pH が上昇するが，これまで pH の上昇特性は詳細に評
価されていない．本研究では，海水および淡水（純水および河川水）に石炭灰造粒物を敷設した場
合の短期的な pH 上昇について，室内実験によりその基礎特性を明らかにする．これまでの現地実証







2.3.2 貯留実験による pH 上昇実験（静止媒体中の拡散） 
実験用水槽（φ100 mm, 高さ 700 mm）に石炭灰造粒物（5 mm 以下）を敷設し，純水（イオン交
換水）と海水を表-2.3.1に示す実験条件で投入し pH の挙動を観察した．pH の測定は図-2.3.1に示
す，①水槽上部, ②石炭灰造粒物層直上水（上層 5 cm）, ③造粒物間隙水の 3 箇所で 0,5, 10, 30, 60, 120
分後に行った．ただし，実験用水と造粒物の固液比 1：100 の試料については，間隙水は測定できな
い．初期水の pH は海水 8.1，純水 7.6 とした．静止媒体中の拡散と対流拡散を評価するため，スタ
ーラーによる撹拌の有無についても実験条件とした．
また，長期的な石炭灰造粒物の pH 変化を把握するため，固液比 1:10 において，貯留状態でお pH
上昇実験を実施した．200g に 2000mL の河川水を用いて実験した．粒度の影響を評価するために粒
径に応じた測定を実施した．
2.3.3 かけ流しによる pH 上昇実験（対流項を考慮した拡散） 
4000 mL のカラム（図-2.3.5）に石炭灰造粒物を敷設して，純水を掛け流し，カラム下部の排水
口での pHの挙動を測定した．石炭灰造粒物の敷設量はカラムの通水断面積で 5 %, 10 %, 15 %の 3 ケ
ース（表-2.3.2）とした．流量は，20, 40, 200 mL/min の 3 ケースとした．これらの断面流速は，そ
れぞれ，0.25, 0.50, 2.50 cm/min となり，カラム内の純水は，200 分，100 分，20 分で入れ替わる．
初期水の pH を 7.6 で実験を開始し，実験用水の pH が定常状態となり十分に安定したことを確認す
るまで測定した．
2.3.4 pH 上昇実験結果と考察 
(1) 貯留状態での pH 上昇特性
貯留条件での pH 上昇特性を図-2.3.2に示す．固液比 1:100 においても pH 上昇は 10 分程度で安
定した．よって，実験開始 10 分後の pH を図-2.3.3に整理した．固液比が 10:100 の場合，海水の初
期 pH(8.1)は，間隙水で 9.0, 水槽上部で 8.5 へ上昇している．また，純水の初期 pH(7.6)は，間隙水
で 10.4，水槽上部で 9.9 へ上昇している．固液比が大きいと撹拌の有無は影響しないが，固液比が小
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さい場合は，撹拌の影響が明確に確認された．長期的な石炭灰造粒物の pH 変化を把握するため，固




(2) 掛け流し状態での pH 上昇特性
掛け流し条件での pH 上昇特性を図-2.3.6（(a), (b), (c)）に示す．流量が 200mL/min, 断面積比 5%
においても pH 上昇は 10 分程度で安定した．よって，実験開始 40 分後の pH を図-2.3.6(d)に整理し
た．純水の初期 pH(7.6)は，断面積比が大きく（15 %），流速が遅い（20 mL/min）場合（図-2.3.6(c)）





い淡水域で使用する場合の覆砂層内間隙水 pH は 9.5～10.4 程度に維持されると考察する．また，貯
留実験結果より，海域で使用する場合の覆砂層内間隙水 pH は，8.0～9.0 程度に維持されると考察で
きる．なお，現地海域での覆砂箇所では流水の移流，拡散により設置 18 日後において層内間隙水
pH は 8.1～8.7 となっている 9)．
表-2.3.1 貯留実験（pH 上昇実験）条件 8)
表-2.3.2 かけ流し実験条件
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図-2.3.2 石炭灰造粒物による pH 上昇実験結果 8)
図-2.3.3 石炭灰造粒物による pH 上昇実験結果 8)
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図-2.3.5 石炭灰造粒物によるかけ流し実験概要
(a)流速 2.50 cm/min (b)流速 0.50 cm/min 
(c)流速 0.25 cm/min (d)定常状態での pH 
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2.4 石炭灰造粒物の保水特性と溶存態イオンの溶出特性
2.4.1 石炭灰造粒物と比較材料の保水特性と Ca 溶出特性
石炭灰造粒物の粗粒分を含めた透水性については，既往の研究 5)で報告されており粒径 2mm 以上
の粗粒分は，一般的な砂礫土と同様の透水性能を有している．本研究では覆砂材として土壌反応性
を評価するため，従来明らかにされていない細粒分（2mm 以下）について，その透水性と保水特性
を pF 試験（砂柱法および遠心法：地盤工学会規格 JGS0151-2009）により評価（図-2.4.1）した．
石炭灰造粒物と CA の粒度分布は，ほぼ同様である．pF 値 3.0 以上では，毛管現象で連続していた
水が脱水により連続が切れはじめる状態である．塑性限界と一致しており難移動性の水分と評価で






入れてアクリルパイプ内に吊るし，イオン交換水 2 L，固液比 2.5 ％，20 ℃の恒温槽内で，直上水
をスターラーで攪拌した．経過日数毎に試料を採水し，ろ過後（ろ紙 No5 C），Ca イオン溶出量を
ICP 質量分析装置（Agilent 7500 ce）により分析した．分析結果は材料重量で除して単位重量当りの
溶出量により評価した．90 日間の Ca イオン溶出量は CA(240 g/g)および花崗岩（70 g/g）は微量
であり FA(3800g/g)も，30 日でほぼ溶出が止まっている．一方，石炭灰造粒物は一定勾配の溶出速
度が維持されており，既往の研究 5)で，石炭灰造粒物からは 360 日以降も Ca イオンが溶出すること
が確認されている．本実験により同条件において石炭灰造粒物は，自然石，CA，および FA に比較
し Ca イオンの溶出速度が大きいことが定量的に明らかとなった．
図-2.4.1 石炭灰と石炭灰造粒物（細粒分）の pF-水分 7)
pF=3.0:塑性限界
pF=1.5:液性限界
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図-2.4.2 石炭灰造粒物と比較材料の Ca 溶出特性 7)










イオン交換水 2 L，固液比 2.5 ％，20 ℃の恒温槽内で，直上水をスターラーで攪拌した．経過日数
毎に，試料を採水し，ろ過後（ろ紙 No5 C），各測定項目を分析（表-2.4.1）した．なお，実験開始
30 日までは，溶解度維持のため 10 日毎にイオン交換水を全て入れ替えた．ケイ素の測定には，吸光











ほぼ同等，Si イオン（図-2.4.4）は約 5 倍，Al イオン（図-2.4.5）は約 3 倍の溶出が確認された．
Ca イオンは，石炭灰造粒物の組成物質から遊離，溶出したものと評価できる．コンクリートのセメ
ント添加量は 300 kg/m3 以上であり，試験に用いた石炭灰造粒物のセメント量と比較し 2 倍程度で
あるにも関わらず Ca イオンの溶出量は同程度であった．これは石炭灰造粒物の空隙率，比表面積お
よび非晶質量の特性に起因すると考察する．Ca イオン，Si イオンは，溶出速度が一定勾配で維持さ
れており，1 年程度は安定して溶出機能が維持されると評価できる．一方で，Al イオンは，180 日経
過以降はその溶出が止まっている．
測定項目 測定物質 測定方法 定量下限（mg/L）


















































































































3CaO・2SiO2・3H2O+3CO2®3CaCO3+2SiO2+3H2O  (2.5.1) 



































































































































































Slag (0.180,0)      





調整された．スラグは粉砕し 75µm 以下に調整，FA は 75m フルイにより Fo（75µm 残留）と Fa


















アルカリ剤に水を加えない状態，水を加えた後，1 時間（1h），1 日（1d），1 週間（1w）の 4 段








図には(a) Si， (b) Ca，  (c) Al，  (d) Mn の各イオン濃度を示している．図中の実線は純水と海水
での溶出量が 1 対 1 となる量を示している．図-2.5.3(b) Ca には溶媒中に含まれていたイオン量（表
-2.5.4）を差し引いたアルカリ剤から溶出した真の溶出量も併せて示している．全てのイオンの溶
出量は純水と海水で異なり，かつ各々のイオンで溶出特性が異なっている．全てのアルカリ剤にお
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いて海水中での Ca と Si の溶出量は増大する特性があり，セメント，FA では純水に比較して 2 倍
を越える溶出量になる． Ca は他の 3 つのイオンの 100 倍以上のオーダーでの溶出があり，Ca の
溶出量は FA，スラグ，セメント間で数倍の差がある． Al は FA，Mn はセメントとスラグのみで溶
出し，Al，Mn とも純水中での溶出が多くなっている．Al は Ca と結合することで水和物を生成す
る物質であり，Mn は電子伝達物質である．
図-2.5.4には各アルカリ剤の F-CaO（フリーライム：未水和の CaO）含有量と Ca の溶出量関係が
示されている．F-CaO はエチレングリコールに溶出した CaO を ICP 発光分光分析法により測定さ
れた． Ca2+の溶出は C-S-H や CaO から起こるが，初期の溶出段階では F-CaO の反応（CaO + H2O 
® Ca(OH)2 ® Ca2+ + 2OH-）が優先して起こり，C-S-H からは長期間に渡って溶出する．本試験で
溶出している Ca2+はほとんどが F-CaO からの溶出であると考えられることから，FA，スラグとも
純水では 1 時間で F-CaO の 40％が溶解したと推定される．
図-2.5.5には溶媒の(a) pH-ORP，(b) ion-pH， (c) ion-ORP 関係が示されている． ion は測定さ
れた Al，Ca，Si，Mn イオン溶出量の和である．酸化物から陽イオンが溶出すると OH-が生産され，
pH は増加する．pH が増加すると ORP は pH 依存性により，図-2.5.5(a)の H+/H2の勾配（pH 依
存減率）に沿って減少する．純水中でのイオン溶出では ORP は pH 依存減率に近い勾配で変化して






  OHMneHsMnOx 222
12
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原ら（2013）15)は，セメント処理土の Ca 溶出は海水に含まれる MgCl2 や MgSO4 が処理土中の
Ca(OH)2と反応し不溶性の Mg(OH)2を生成すると同時に溶解度の高い CaCl2や CaSO4の形態に変
化させることを示している．海水には約 10 %の MgCl が溶存しており，OH-は Mg イオンと反応し，
不溶性の Mg(OH)2が生成されたことが pH を低下させた一因と考えられる．
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図-2.5.4 F-CaO 含有量-Ca 溶出量関係 10)
（黒塗りは純水，白抜きは海水,，実線は 1：1 の線を示す）
(a) 純水中での溶出           (b) 海水中での溶出
（イオン濃度スケール図(a)の 1/2）     
図-2.5.6 各アルカリ剤の Ec-ion 関係 10)
（図(b)のドットを含むプロットは，表-5.2.3中の Mg 濃度を EC 換算した値を含む EC を示す）
図-2.5.5 各アルカリ剤からのイオン溶出と pH，ORP の変化特性 10)
（黒塗りは純水，白抜きは海水での溶出試験結果，ion は Al，Ca，Si，Mn イオンの総量を示す．
図(a)での点線は水の pH 依存減率，実線は MnOx(s)/Mn2+の pH 依存性を示す．）
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(a)純水中での溶出           (b) 海水中での溶出
図-2.5.7 EC 実測値-積算値関係 10)
図-2.5.8 各アルカリ剤の燃焼特性 10)
(a)高炉セメント           (b) FA 
(c) Fo (d) 脱炭スラグ
図-2.5.9 各アルカリ剤の水和反応時間毎の燃焼特性 10)
Cement Fa Fo Slag
IL600~850 0.178 0.089 0.380 2.506
IL500~600 0.398 0.980 5.038 0.000
IL375~500 0.039 1.120 3.428 0.255
IL300~375 0.065 0.000 0.234 0.056
IL200~300 0.123 0.182 0.124 0.944
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(b) 電気伝導度による溶出イオン量把握の可能性 
図-2.5.6 には EC-ion 関係，図-2.5.7 には溶媒中に存在するイオン量から求めた EC（積算値）
と測定値が比較されている．積算 EC は各溶融イオンの極限伝導率から求められた．図-2.5.7中の
実線は，NaCl を溶解して求められた EC の関係を示している．EC は溶出イオン量の増加が多いア
ルカリ剤で大きくなるが，海水ではイオンの溶出によって溶出前の海水の EC よりも低くなってい
る（図-2.5.6）．海水中でイオンの溶出によって EC が減少するのは前述した不溶性物質（Mg(OH)2）
や水和物の生成によるものと考えられる．海水の EC が Na イオンのみが示す EC に近い値を示して
おり，海水の EC が Na イオンに強く依存していることがわかる．
海水中の pH は Mg(OH)2が形成されると低下し，図-2.5.5(b)と図-2.5.6から pH と EC の関係は
反比例の関係であることから，Mg イオン濃度の低下により EC の低下が起こることが予測される．
EC への Na イオンの極限当量伝導率  = 50.11S･cm2/eq，Ca イオンでは  = 120S･cm2/eq，Mg イ
オンでは 106.06 S･cm2/eq であるので，海水中の Mg イオンが Mg(OH)2となることによる EC の低下
量を見積もると 69.38mS/m となる．図-2.5.6(b)では，海水中の Mg イオンが全て Mg(OH)2 となった
と仮定し，Mg(OH)2の生成による EC の減量分を加えた場合にも海水よりも低い EC を示している．
















経るにつれて水和固化体が増加しているのが明確にわかる．スラグは，加水 1 時間後に燃焼量は 2
倍程度変化するが，1 週間後の変化は 1 時間で起こる水和の 1/2～1/3 程度である．セメントでは，
加水することにより水和反応の 60%が 1 日で起こり，FA やスラグでは，1 週間では水和反応がほと
んど起こっていないことがわかる．FA はポゾランであるため，FA の水和反応を促進させるために
は，Ca(OH)2や NaOH などの水酸基が必要である．FA 中には Si や Al は豊富に含まれているが，CaO
等の酸化物が含まれていないため，FA 単独では水和固化が起こらなかったことが考えられる．スラ
グは水硬性を有しているが，1 週間では水和反応が十分に促進されていないことが予測される．また，
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2.6 長期養生した海砂代替材の組成物変化
2.6.1 海砂代替材の組成物変化
養生開始 6 ヶ月後と 30 ヶ月後に，海砂代替材 5 ケースを用いて XRD 回折により結晶組成物を定
量評価した．確認された結晶組成物とその化学式を表-2.6.1 に示す．6 ヶ月養生後の結晶組成物質
を図-2.6.1，および 30 ヶ月養生後の結晶組成物質を図-2.6.2 に示す．養生期間により結晶組成物
質比が異なることが確認された．石炭灰とセメント水和物によるポゾラン反応は長期的に進行して
おり，6 ヶ月以降も継続していると考察される．海砂代替材の主な結晶組成物は，Mulite, Calcite, 
Quartz, Hatrulite, Portlandite である．石炭灰の添加率にともない Mulite, Quartz は増加，
Hatrulite, Portlandite, Calcite は減少している．6 ヶ月養生後では石炭灰添加率と結晶組成物の比
率について明確な関係性が認められないが，長期養生後では，添加率と結晶組成物の比率に明らか
な関係性が認められる．これは造粒物の石炭灰とセメント水和物による硬化反応が十分に進行する






Mulite Al6 Si2 O13
Calcite Ca CO3
Quartz Si O2
Hatrurite Ca3 Si O5
Portandite Ca (OH)2
Magnesite Mg CO3
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2.6.2 長期養生試料の SEM 画像による観察および考察




れた．この微細空隙は FA 添加率 0%（写真-2.6.1(e)）の造粒物では確認されなかった．SEM 画像
観察から微細空隙の発達を最大化する混合率が存在することが考察される．
(a)ケース 1:石炭灰添加率 95%  (b)ケース 2:石炭灰添加率 87%  (c)ケース 3:石炭灰添加率 70%
(d)ケース 4:石炭灰添加率 40%  (e)ケース 5:石炭灰添加率 0%  (f)石炭灰 100%
写真-2.6.1 配合調整した海砂代替材（30 ヶ月養生後）および石炭灰の SEM 画像 6)
2.6.3 長期養生試料の比表面積の変化
石炭灰とセメントの混合比率により比表面積が変化する事を 2 章 2 節で明らかにした．本節では
長期的な養生期間の変化により海砂代替材の比表面積がどの様に変化するかを明らかとした．6 ヶ月
および 30 ヶ月養生した試料を用い，気体吸着法（窒素吸着，BET 多点法）により比表面積を測定し
た．測定結果を図-2.6.3に示す．養生期間に関わらず，比表面積は配合比率の影響を大きく受けて
おり，石炭灰添加率 70 %で大きくなっている．また，6 ヶ月養生と 30 ヶ月養生を比較すると全ての
配合で比表面積は増加している．石炭灰添加率が 40 %以下の場合，比表面積は 8 m2/g 以下である．
一方 70 %では 20 m2/g 以上となっており，大きな相違がある．
本論文 3 章において，石炭灰添加率 70 %でポゾラン反応率が高い事（図-3.6.7）を示しており，
ポゾラン反応に伴い微細孔が発達し比表面積が増加すると考察できる．


































観察を行った．更に中心部と表層部の組成の相違が確認された 3 年経過試料について XRD 解析によ



















結果を表-2.7.2に示す．13 年および 3 年経過試料と未使用覆砂材の吸水率は同程度であった．この
結果より，内部空隙等も経年に伴う変化は軽微と考察される．これらの結果より石炭灰造粒物は実
海域で長期的（13 年）に海砂代替材として活用されても物理的に安定した材料と評価できる．




石炭灰造粒物の主な化学特性として Ca イオンおよび Si イオンの溶出 5)がある．石炭灰造粒物の覆
砂層内間隙水 pH は周辺環境より上昇する．石炭灰造粒物透水層内間隙水の pH 上昇は遊離 Ca の溶
出に起因しており，長期的には Ca 溶出特性が抑制されると想定する．この pH 上昇特性について，
マクロ的に把握するために，実験室で現地覆砂層を再現（表-2.7.3）し実験した．採取した試料を
用いφ150 mm の円筒形実験水槽内に 100 mm の覆砂層を整形した．これに固液比 1:1 および 1:3 の
条件で実験用水を加え，経時変化による pH の上昇を測定した．固液比 1:1 は覆砂層内間隙水の再現
を目的とした．固液比 1:3 は，覆砂層直上水の再現である．実験用水は，海水では干渉作用が高く
評価が困難なため，純水（イオン交換水）と淡水（活性炭処理した河川水）を用いた．
覆砂 13 年および 3 年経過試料により pH 上昇試験を実施した結果（図-2.7.1, 図-2.7.2），経過年数
に応じて pH 上昇の抑制を確認した．固液比 1:1，純水による実験では，覆砂年数に応じ pH 上昇が
緩やかとなった．固液比 1:3 になると純水での pH 上昇抑制が明らかである．固液比 1:1 の淡水では
13 年経過試料の pH 上昇は抑制され，1:3 になると 3 年経過試料も上昇は抑制される．実験では pH
は 10 分以内に一定値に収束している．これは現地覆砂層の pH が一定値に維持されることに一致す















項　目 未使用覆砂材 3年経過試料 13年経過試料
圧壊強度 1.30 MPa 1.33 MPa 1.42 MPa
吸水率 22.0% 22.3% 25.1%
色　　調 灰色 灰色 茶黒色
外　　観 - 劣化等なし 劣化等なし
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表-2.7.3 覆砂層再現実験概要 17)
図-2.7.1 石炭灰造粒物覆砂層再現による pH 上昇試験(1) 17)













































ついて比較評価した．比較試料は表-2.2.1のケース 2（石炭灰添加率 87 %）と同じ配合である．
蛍光 X 線分析による元素構成比の把握と XRD 回析による結晶組成物の分析により考察，評価し
た．また，海水への浸漬に伴う組成変化は，海砂代替材の表層から徐々に進展すると考察されたた
め，試料は表層部と中心部に分割し，偏りが無い様に粉砕処理して分析した．試料は直径 20 mmの
ものを使用し，中心~半径 5 mmを中心部，半径 5~10 mmを表層部として分割した．
図-2.7.3 長期養生試料の元素構成比と結晶組成物質 6)
図-2.7.4 海水中で 3年間浸漬した海砂代替材の元素構成比 6)
図-2.7.5 13年間海域で活用した海砂代替材の元素構成比 6)
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Calcite の比率が低下し，Magnesite，および Sjogrenite が生成されている．このメカニズムは Ca











分に洗浄し，105℃の乾燥炉で 24時間乾燥した．乾燥した海砂代替材 100g を純水 1000mlにより
固液比 1:10として溶液試料を作成し，20℃の恒温室に静置した．それぞれ 4日後，および 7日後に，
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図-2.7.10 海砂代替材の溶出物質(3) 6)
















































































れる．石炭灰造粒物からは，Ca，Si，Al の長期的な溶出が確認されている（第 2 章 2.4.3）．断面部
の色調変化は，これらの溶出イオンや底質での造粒物組成物質の変化によるものと想定される．元


















図-2.7.12 石炭灰造粒物の断面および EPMA分析箇所 17)
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図-2.7.16 覆砂材（3年）の元素分析結果(2) 17)
図-2.7.17 覆砂材（13年）の元素分析結果(2) 17)






































































写真-2.7.2 石炭灰造粒物表層部の SEM画像 17)
4μm 4μm
(a) エトリンガイトの針状結晶    (b)六角板状の結晶性水和物 
4μm 4μm
(a)珪藻の付着（覆砂 3年後） (b)未使用の覆砂材表層部





















要因は，遊離 CaOと CO2の反応により表層で炭酸化が進行し CaCO3が生成したためと考えられる．











離 Ca や Si 等が溶出するためと考察できる．結晶組成物量は，非晶質量が考慮されていないため，
直接的に比較は困難であるが，表層部で CaCO3は高く，表層で炭酸化し造粒物の圧破強度の維持に
寄与することで，物理特性を安定化していると考察できる．
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石炭灰造粒物：未使用品 385542 629942 61.2
覆砂3年経過試料-表層部 307467 646346 47.6
覆砂3年経過試料-中心部 370273 661532 56.0









るし，イオン交換水 2 L，固液比は 1：400（試料 5.0 g），20 ℃の恒温槽内で，直上水をスターラー
で攪拌した．実験期間は 1ヶ月（31日）とし所定の経過日数毎に，試料を採水し，ろ過後（ろ紙 No5 
C），Caおよび Siの溶出量を分析した．なお，溶解度維持のため 10日毎にイオン交換水を全て入れ
替えた．Siの測定には，吸光光度計（UV1600），Caの測定には ICP質量分析装置（Agilent 7500 ce）
を使用した．
(2) 溶出特性試験の結果と考察
覆砂 3 年経過試料の表層部と中心部からの溶出イオンを定量的に評価した．Si イオン溶出量を図
-2.7.20に，Caイオン溶出量を図-2.7.21に示す． Siについは，3年経過後も表層部，中心部とも
に，未使用品と同様の溶出特性が維持されていた．この結果より Siについては，実海域においても

































































2) 海砂代替材の配合評価：比表面積の増加を目的とした場合は，FA添加率を 70 %以上にすること
で，比表面積の増加が図れる．
(2) pH上昇特性
1) 実験により，石炭灰造粒物覆砂による pH 上昇特性を示した．造粒物を緩衝作用の少ない淡水域
で使用する場合の覆砂層内間隙水 pHは 9.5～10.4程度に維持されると考察する．





























も継続していると考察される．海砂代替材の主な結晶組成物は，Mulite, Calcite, Quartz, Hatrulite, 





















2) 長期的化学特性：覆砂 13年および 3年経過した試料による実験の結果，経過年数に応じて pH上
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底層水の H2S を 
含む貧酸素水化 



















































































































DO を 2 mg/L 以下とし，硫化物イオンの初期濃度をそれぞれ 8 mg-S/L，80 mg-S/L に調整した海水
に石炭灰造粒物を混合し，硫化物イオンの吸着効果（図-3.1.5）を調べている．その結果，初期濃
度 8 mg-S/L のケースで石炭灰造粒物添加 44 時間後に硫化物イオンが検出限界値（0.1 mg-S/L）以下，
80 mg-S/L のケースで 96 時間後に同じく検出限界値以下まで低下している．この実験により，石炭
灰造粒物は還元状態において硫化物イオンの吸着能力があることが明らかと言える．
さらに，石炭灰造粒物の硫化物イオン飽和吸着量（図-3.1.6）については 108 mg-S/L との実験結
果が示されており，活性炭（2.3～71 mg-S/L）を上回る吸着能力があることが報告されている．
出典）石炭灰造粒物による硫化物イオンの除去（Fig.1, 2，浅岡聡ら，
水環境学会誌 Vol.32 No.7, 2009.）5) 掲載図を転載
図-3.1.5 硫化物イオン濃度の経時変化 5)
出典）石炭灰造粒物による硫化物イオンの除去（Fig.4，浅岡聡ら，
水環境学会誌 Vol.32 No.7, 2009.）5) 掲載図を転載
図-3.1.6 石炭灰造粒物への硫化物イオンの飽和吸着量 5)
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3.1.3 リンの吸着機能
石炭灰造粒物を用いたリンの吸着機能が，これまでの研究によりその成果が報告されている 7), 8), 9)．
中原らは，石炭灰造粒物のもつ特性を活用し，覆砂による底質改善について，評価を行っている．
石炭灰造粒物を有機質底泥に混合したときの底質改善効果を，水槽を用いた擬似現場実験により
検証した結果 6)によると，石炭灰造粒物は間隙水中の PO4-P を吸着し，底泥からの PO4-P の溶出を
抑制（図-3.1.7）することが明らかとなっている．また，底泥の pH を上昇させることで，硫酸還元





用水と廃水 Vol.51 No.2、pp.157-163, 2009.）6) 掲載図を転載
図-3.1.7 底泥間隙水の栄養塩濃度の経時変化 6)
出典）石炭灰造粒物による有機質底泥の改善（図-4, 図-5, 浅岡聡，山本民次，
用水と廃水 Vol.51 No.2、pp.157-16, 2009.）6) 掲載図を転載
図-3.1.8 底泥の pH の経時変化 6)


















粒物の土壌反応特性を評価した．石炭灰造粒物は，粒径 0～40mm の分布を有し 2mm 以下の細粒分
20 %未満で活用されている．本研究では粉体との比較のため細粒分に着目し，土壌反応特性を粒径






ン酸などのイオン吸着保持に影響を与える要因である．有機土壌で 25～40 程度，砂礫土壌では 5～
10程度である．石炭灰造粒物のCECは8.80 meq/100gであり，FA（0.71 meq/100g），CA（0.39 meq/100g）










ある CA と比較し，陽イオン交換容量は約 10 倍，リン酸吸収係数は 3 倍以上となっており，造粒固
化により土中イオン吸着保持性能が向上されていると評価できる．
写真-3.2.1 SEM 画像(a)石炭灰造粒物，(b)造粒前の FA 11)
5μm5μm






















単位 ＦＡ 石炭灰造粒物 CA
陽イオン交換容量（CEC） meq/100g 0.71 8.80 0.39
電気伝導度 mS/cm 1.00 0.99 1.11
カルシウム 27.1 52.1 12.3
マグネシウム 1.2 1.2 0.4
カリウム 0.1 2.0 0.01
ナトリウム 0.3 1.3 0.1
アンモニア態窒素 5.8 2.1 1.2
硝酸態窒素 0.6 0.3 0.4
リン酸吸収係数 - 797 2540 675
mg/100g 208.7 10.1 15.6
カルシウム 0.1未満 11.0 0.1
マグネシウム 0.08 1.0 0.22
カリウム 4.0 7.0 2.8
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Ca (OH) 2 + Na2SO4 + H2O 
→ CaSO4・2H2O + 2NaOH                (3.2.1) 
3CaO・Al2O3・6H2O + 3(CaSO4・2H2O) + 20H2O 
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大きく，6 試料の反応性を 1 軸圧縮強度で評価したところ，0.4～26 N/cm2 であった．これは覆砂後 3
年が経過しており，局所的な海水由来の硫酸塩等による Ettringite の生成により化学的凝固が促進さ
れたと考察される．その反応状況を SEM 画像により観察した．室内実験で有機泥と混合安定化させ

































を採取し，円筒形コアパイプ（φ10 cm，h=50 cm）を用いて覆砂効果の確認実験が実施できる 5 cm
の覆砂厚として，現地の層状地盤を約 1/10 スケールで再現した（図-3.3.1）．溶出物を評価するた
め，直上水は純水を用いた．恒温槽に装置を配置し温度を 10, 20, 30 ℃に設定，上部を蓋で閉塞し，
初期 DO は現地採泥時の直上水に合せ，20，30℃では 5.6 mg/L，10℃では 6.0 mg/L とした．DO は水
深 10cm 毎，3 箇所で測定し平均した．DO の経時変化により酸素消費抑制効果を評価した．併せて，
20，30℃において，現地還元有機泥間隙水 DO と同等の 1 mg/L 未満となった実験開始 240 時間後に，
装置内の水を採取し還元状態で溶出する物質を測定した．覆砂試料についても効果比較のため同時
に測定した．また，20℃条件の試験体は，蓋をした状態で 150 日間の長期にわたり試験を継続し溶
出物質（Fe, P, Mn, および Na）の抑制効果を確認した．
3.3.2 干潟覆砂を再現した室内実験結果と考察
底泥溶出物抑制実験（図-3.3.1）による結果（図-3.3.2，図-3.3.3）から底質酸素要求量（Sediment 
Oxygen Demand；SOD）を実験期間 100 時間，および 200 時間で算出した（図-3.3.4，図-3.3.5）．
横軸は実験水槽の温度，縦軸は底質酸素要求量（DO 消費速度）である．感潮河川干潟有機泥に比較
し，石炭灰造粒物を覆砂することにより 20℃における実験開始から 100 時間での SOD（図-3.3.4）
は，還元有機泥 275 mg/m2/day，石炭灰造粒物覆砂 125 mg/m2/day となっており，約 150.0 mg/m2/day
の低減効果が確認された．200 時間においても SOD 低減量は大きい（図-3.3.5）．本実験により石炭
灰造粒物覆砂による底質の酸素消費量の低減効果は温度条件により評価可能なことが確認された．
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3.3.3 干潟覆砂を再現した室内実験による底質からの溶出物質抑制効果 
再現した層状地盤底泥（図-3.3.1）からの溶出物質抑制効果を確認した．試料は懸濁物質を取り
除き，溶存物質を ICP 発光分光分析（iCAP6000,Thermo Fisher scientific）により評価（図-3.3.6）し
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図-3.3.2 還元有機泥による DO 消費実験 13)
図-3.3.3 石炭灰造粒物による DO 消費低減実験 13)
図-3.3.4 石炭灰造粒物覆砂による SOD の低減効果(1) 13)

























































































































































































































は下水放流口（内港）から約 2 km と 10 km 以上離れた有機物含有量の少ない地点で採取した．
(a) アルカリ剤造粒物散布後の底泥採取 
アルカリ剤造粒物として石炭灰をセメントで造粒した石炭灰造粒物が 2013年 5月に 10 cm～40 cm
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厚で河岸に散布された．試料採取は散布地点と未施工地点で行なわれた．未施工地点での底泥の採
取厚は 10 cm，上層は地盤表層，中層は 10 cm 深，下層は 20 cm 深を規準面とした．散布地点では上









水比測定）後，200℃から 600℃までに温度を変えて 4 時間燃焼し，燃焼量に対する減少量（mg/g）
を測定した．燃焼温度は IL の添え字として，例えば 400℃までの燃焼量は IL400 のように標記した．
一般的に海底泥を対象とした有機泥分析では有機物量として IL600 が利用されているが，600℃の燃
焼では粒子に吸着する構造水（強吸着水）の蒸発による質量減少が含まれることから，本解析では













易い．図-3.4.1(a)では IL 比（＝IL300/IL400）は 0.6～0.8 程度の値をとっており（図-3.4.4 の横軸




は問題がある．本論文では比較的分析容易な n-ヘキサンで抽出される油脂類を IL300 とともに分析
することで有機物の起源を議論する．












 全有機物（IL400）に含まれる全炭素量（C/IL 比）は 0.5～0.7 を中心に分布の範囲が広いが（図
-3.4.1(b)），Steutel ら 20)の示した 0.58 を中心に分布している．C/IL 比は炭素化合物である有機物の
炭素組成率を示している．なお，C/IL 比の高い不安定有機物は高級脂肪酸に代表される（75％程度）．
京橋泥では C/IL 比が 70％を越える有機物を含んでいるのに対して（図-3.4.1(b)），不安定有機物に
対する油脂類含有量は 2％程度であり，油脂類が C/IL 比の高い要因になっていない．不安定有機物
ではない易燃性の高分子炭素化合物が含まれていると考えられることから，対象泥では IL300 を無
条件で不安定有機物量とすることには問題がある．また，窒素の含有量は少ない（C/N>20）ことを
 (a) 有機物量(IL400)～不安定有機物量(IL300) (b) IL400～T-C (c) 構造水(IL600- IL400)～吸着水
図-3.4.1 有機泥に含まれる有機物と微細粒子の特性（図-3～図-6までの凡例は共通）14)




















































































































図-3.4.3に堆積泥の pH と ORP の関係を示した．図中の実線は上から MnOx/Mn2+，Fe(OH)3/Fe2+，
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写真-3.4.1は造粒物散布後 3 年を経た造粒物層内の断面写真である．対象断面は約 70 cm 厚で散


















































図-3.4.5 に示した層内泥と未施工上層泥の酸素消費試験結果では層内泥の酸素消費速度は 1/3 程
度に低下しており，造粒物層内での ODU の生産量が少ない，または消費量が多いことがわかる．酸
素消費試験に用いた有機泥の pH，ORP は層内泥が 6.7 と 124mV，未施工上層泥が 6.3 と-63mV であ
















水は海水であり Na+濃度（海水では 10000mg/L オーダ）は Ca2+濃度の 25 倍程度ある．石炭灰造粒物
の単位 cm2 当りの Ca2+の脱イオン水への溶出量は約 200mg/10 日である．Ca2+濃度の増加によって造
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（n-hexane extractable substances）を測定した．実験室でφ10cm，高さ 40cm の 2 本のアクリルパイプ
管内に，採取した有機泥を 10cm の高さまで配置し，京橋川干潟を模擬した環境を再現した．配置し
た底泥内に，それぞれ石炭灰造粒物と自然石を敷設する．その上にイオン交換水 2L を加えた後に，









-3.5.3に示す．分析は 3 試料で実施し，結果は 3 試料の分析値を平均している．初期値は石炭灰造
粒物 200 mg/kg，天然砂礫材 230 mg/kg でほぼ同値であったため，ここでは初期値を 210 mg/kg とし
て結果を整理した．実験開始 8 日後，および 21 日後の n-ヘキサン抽出物質により実験結果を評価し
た．8 日後において石炭灰造粒物には，天然石と比較して約 2 倍の油脂類が吸着されていると評価で
きる．21 日後は，初期値（210 mg/kg）を基準にすると石炭灰造粒物は 720 mg/kg，天然砂礫材は
250mg/kg となり，吸着量が大幅に増加している．石炭灰造粒物の吸着量は，実験開始 21 日後で有
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油脂類の低減効果の検証結果を図-3.5.4 に示す．採取した泥の IL と n-ヘキサン抽出物質（油脂
類）の関係を整理した．夏季の沈降泥は，IL が 12～14 %程度で，油脂類は 1,000～1,400 mg/kg であ
り，有機物量が多く油脂類含有量も多いと評価される．沈降泥が堆積する在来干潟および，石炭灰
造粒物覆砂区では，どちらも有機物の流出や分解により IL および油脂類は低減されている．油脂類
は造粒物覆砂区で 100～710 mg/kg，在来干潟区で 400～1,100mg/kg であり，造粒物区で大きく低減










































採取箇所は表-3 に示す干潟敷設箇所と湾域覆砂箇所である．干潟敷設箇所は，4 m 程度の潮位変
動により干出する河岸干潟の有機泥上に敷設された石炭灰造粒物で，好気環境の底質である．一方，
湾域覆砂箇所は，湾内のカキの垂下式養殖場カキ筏下の底質に覆砂された石炭灰造粒物で，その底
質 DO は夏季に 3 mg/L 以下となることもあり嫌気環境の底質といえる．それぞれの底質に敷設され
た造粒物と対照試料として周辺底泥を採取し，その基質に付着する細菌を評価した．
(2) 基質に付着した微生物の細菌群集構造解析






































































を脱気した硫化物イオン溶液へ石炭灰造粒物を添加，密栓し，100 rpm, 25℃(pH8.2; 30 mM Tris 緩
衝液)で振とうさせながら経時的に硫化物イオンを測定した．実験②：好気条件（夏季→秋期の鉛直
混合期を想定）として，嫌気実験終了後に緩衝液に入れ替え，通気可能な条件により 1日間，100 rpm, 
25℃で振とうした．このように嫌気条件にて硫化物イオンを石炭灰造粒物に「吸着」させ，その後，
好気条件とし石炭灰造粒物に吸着した硫化物イオンを脱着させ，吸着サイトを「再生」させる操作
を 1 サイクルとする．硫化物イオン初期濃度 100 mg-S/L の実験条件で 10 サイクルを繰返しサイク
ル毎の硫化物イオンの吸着速度を測定し吸着性能の持続性を評価した（図-3.6.1）. 
図-3.6.1 硫化物イオン吸着量の経時変化 23)
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図-3.6.3 マンガンの XAFS スペクトル（造粒物表面）23)
図-3.6.4 鉄の XAFS スペクトル（造粒物表面）23)
図-3.6.5 硫黄の XAFS スペクトル（造粒物表面） 23)
X ray energy (eV) 
X ray energy (eV) 








黄）の XAFS スペクトルを図-3.6.5に示す．硫化物イオン吸着前の造粒物には 2482 eV 付近に+6 価
の硫酸塩を示すピークが認められた．硫化物イオン吸着後（吸着 1 回目）では新たに 2472 eV 付近







造粒物の硫化物イオン吸着機能は 10 サイクル（10 シーズン）後も有効であると考えられる． 










FA とセメントの混合比率を調整（表-3.6.1）し，粒径 10 mm 程度の造粒物を製造した．大気雰囲
気で1ヶ月間養生したものを試験材料として，室内実験により硫化物イオンの吸着試験を実施した． 
石炭灰造粒物による硫化物イオン吸着試験は次のとおり．トリス塩酸緩衝液 30 mM を窒素ガスで





























造粒物製造時の FA 重量から，養生後に含まれる未反応の FA 重量を差し引くことで推定した．未反



























1) 石炭灰造粒物の土壌反応特性は，粉体である FA および砂礫状物質である CA と比較し，陽イオ
ン交換容量は約 10 倍，リン酸吸収係数は 3 倍以上となっており，造粒固化により，土中イオン吸
着保持性能が向上することを示した．
2) 石炭灰造粒物は，砂礫材料の CA と比較し造粒固化により，高い保水性能を有する．また，自然





1) 有機泥を構成する有機物の物理・化学特性評価では，有機泥の C/IL 比（有機物組成），燃焼特性
（含水比，不安定有機物等），n-ヘキサン抽出物質（油脂類），酸素消費速度（ODU 量），pH～ORP
関係を指標として相互関係を分析することにより実用的に有機泥の特性を推定できる．
2) 造粒物から溶出する CaO は造粒物層内での陽イオン交換を促進し有機泥のコンシステンシーを
変化させることで造粒物層内での流動性（粒子の団粒構造化，粘着性低下）を向上させていると
推定できる．















炭灰造粒物の硫化物イオン吸着機能は 10 サイクル（10 シーズン）後も有効であることを示した．
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末次弘道ら（2011）1)は，2009 年 5 月～6 月に実施された海田湾（水深 7～10m）での試験施工で











透水層の設置は澪筋の窪み 10m 幅を覆砂範囲とし，平均覆砂厚を 0.3m，施工延長を 140m として
おり，施工は，容量 2.0m3 のコンクリートバケットに石炭灰造粒物を入れ，スパット台船搭載のク
ローラクレーンで吊上げて，作業員と潜水士の誘導により所定の位置に石炭灰造粒物を投入した（写
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図-4.1.1 スクレーパ付きベルトコンベア方式薄層撒出し工法の概念図 2)











ら，土木学会論文集 B3（海洋開発）， Vo1.69, No.2, 6/2013）3) 掲載図を転載
写真-4.1.3 石炭灰造粒物の海上運搬状況

















4 章 5 節において，本技術開発に関して論じる．
これら石炭灰造粒物の施工および効果の評価に関する事項は，本技術を沿岸域において活用する
うえで研究が必要な課題である．改善評価に関する調査手法について 4 章 6 節において論じる．
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図-4.2.1に実証試験対象地区の位置図，写真-4.2.2に施工前の干潟の状況を示す．対象干潟には
高有機質の微細泥（有機泥）が還元的に堆積し親水性は低い状況にある．親水性，多様性の高い干
潟再生に必要な要因分析と対策方針を検討するため，2009 年 12 月～2010 年 2 月に干潟環境の事前
調査（干潟の地形・性状，地下水流動，河川水質，底質，生物調査等）を行った． 
(a) 干潟の地形と表層の性状 


















コドラート（0.25 m×0.25 m）を用いて深さ 5 cm までの干潟泥を採取した結果，軟体動物 2 種，環
形動物 7 種，節足動物 3 種の計 12 種を確認した．環形動物（ゴカイ類）が主な生息種であり，
Heteromastus 属（イトゴカイ）の生息が多く干潟の生物相は貧弱であった． 
図-4.2.1 京橋川オープンカフェ前面 干潟再生実証試験位置図 7)
実証試験箇所（広島市）
広島市中区橋本
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透 水 溝    33m2
混合覆砂    70m2
対照区試験区 
コアパイプ調査により干潟地盤内を推定 





抗角φ=0°と評価し，粘着力は，Terzaghi and Peck の推定式と粘性土のコンシステンシーの関係より
12.5 kN/m2 と評価した．使用する最大重機（本実証試験では，クローラキャリア 1t 級）が 2台並列
した場合を荷重条件として，石炭灰造粒物敷設厚さごとの支持力を照査した結果，45 cm の敷設厚で，






b) 施工面積 施工範囲：約 480m2  施工延長：約 70m 
c) 施工期間 2011 年 2 月～3 月（準備工を除く）
d) 施工方法 
敷鉄板による仮設作業場に代わり石炭灰造粒物を活用した作業場を採用した．検討(図-4.2.9)し
た透水溝と混合覆砂による約 70 m2 の実証試験区は作業場を浸透層に活用することで約 480 m2 に拡
大(図-4.2.4 ，写真-4.2.4)できた．作業場は石炭灰造粒物を層状に敷設することで構築した．造粒
物の粒径は 3～40 mm で，施工必要量は約 200 m3 であった．ヘドロ上での作業に小型バックホウお
よびキャリア（約 1.0t）を用いた．作業場厚を 50cm で計画したが，実績のない工事のため安全性を
考慮し着工時は 70 cm 厚とした．ただし，作業開始後，安全性が確認された後は 50 cm 厚で構築し
た．トン袋に詰めた石炭灰造粒物をクレーンで吊り，河道内に散布した．クレーンの作業範囲外へ
は 1t のキャリアにより 0.5 t の造粒物を運び小型バックホウで層状に敷設(写真-4.2.5)した．敷設後
は，施工機械の交通荷重(写真-4.2.5)を利用して散布造粒物を地盤表層へ強制置換させることで，
透水層の機能を確保するとともに建設残土の発生を抑制した． 混合覆砂層は，図-4.2.7に示す透水
溝の施工で発生した底泥残土と 3mm 以下の石炭灰造粒物を約 1:1 となるようにバックホウ混合し，
混合覆砂（底泥残土＋細粒石炭灰造粒物）を作り，親水性向上施設とし，残土の発生量無しで干潟
再生事業を施工した． 












































時間は干潮時の 4 時間程度である．小規模な施工機械によるものにも関わらず，23 m2/hr 程度（表
-4.2.3）の高い施工効率で作業場を構築出来る事が確認された．石炭灰造粒物による作業場構築は，




















（施工完了時 2011 年 3月） 
























透水溝工 33.1m2 6 日×4hr 29m3
混合覆砂工 70.4m2 3 日×4hr 30m3
作業場(散布工含) 371.1m2 4 日×4hr 154m3
計 474.6m2 13 日×4hr 213m3
キャリアの走行状況 (2011 年 2 月) 





日施工費 22.3 万円/日 32.5 万円/日
日施工数量 92.8m2／日(4hr／日) 65.0m2／日(4hr／日) 
時間施工効率 23.2m2／hr 16.3m2／hr 















































































































































































写真-4.3.1 対象干潟の外観 8) 写真-4.3.2 大規模試験区構築 8)


























当該箇所は感潮河川で朔望潮位差が約 4 m，大潮干潮時に幅 15 m 程度の干潟が出現する．対象干
潟の一部は，石炭灰造粒物による小規模な底質改善実証試験（2011 年）が実施されている．2012 年
に対象干潟を詳細に調査（干潟性状，土壌硬度，底質等）し底質改善が必要な箇所を選定した（図









期待される．施工後は遊歩道となる作業通路も透水層として同様な干潟再生機能が期待される 3), 9), 
10)．














の底質改善効果が確認された敷設厚さ 10 cm の薄層覆砂を基本とする工法（図-4.3.5）を採用した．











：モニタリングポイント0    50    100 m





た．せん断抵抗角φ=0 °と評価し，粘着力は，Terzaghi and Peck の推定式と粘性土のコンシステン
シーの関係より粘着力 c=12.5 kN/m2（非常に柔らかい）と評価した．実際の干潟は歩行さえ出来ず
支持力は 0 kN/m2 であるが，施工時に造粒物および重機荷重により地盤全体が強制的に置換，圧密
され造粒物と在来干潟の 2 層地盤が形成されると仮定した．本設計計算に基づく干潟地盤の許容支
持力は 63 kN/m2 となり造粒物敷設厚 30 cm で，施工重機（1 t 積キャリア）走行時の安全を確保でき





大規模実証試験区の施工は，7,296 m2 のヘドロ干潟を対象とし 2013 年 5 月に施工完了した（写真
-4.3.2,写真-4.3.3）．都市部干潟での施工のため，造粒物を大型土嚢に積めて搬入する必要があっ
た．4 t 積トラックに 1 t 大型土嚢 4 袋を積載して現場搬入した．大型土嚢に詰めた石炭灰造粒物は








を検討した．小規模施工時データと比較し事業コストの低減（1 m2 当り 56 %低減），施工効率の向
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上（小規模施工の 4.3 倍）が確認された．薄層覆砂（厚さ 10 cm）を主とした施工により，小規模施
工時の平均層厚 42 cm は，大規模施工時では平均層厚 35 cm に低減可能となった．これにより単位









した．試験箇所は在来ヘドロ干潟と施工時に干潟上へ実験的に敷設した厚さが異なる4箇所（5 cm, 10 
cm, 20 cm,および 50 cm）とした．
造粒物は礫状材料のためポータブルコーン貫入試験等の簡易試験では，粒礫状の造粒物が貫入の
支障になり，適切な支持力評価が困難なため平板載荷試験（写真-4.3.4）により測定した．干潮時
の干潟上での作業となり安定した試験反力の確保が困難なため，試験は，「JIS A 1215 道路の平板載
荷試験方法」に準拠しながらも試験条件を次の通り設定した．一般的な平板載荷試験の載荷盤はφ
30 cm であるが，これは粒状材料を対象にしている場合である．本試験では造粒物を対象とするため，






























試験結果より許容支持力を評価すると造粒物敷設厚 30 cm では，約 210 kN/m2 の極限支持力となり安










測により透水層内の水循環の形成と底質 DO の供給機能を確認した．施工前の高有機泥層内 DO（図
-4.3.9）は，1~2 mg/L 程度であった．干出時においても DO は 3.8 mg/L 以下であり干潟は還元的な
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図-4.3.9 高有機泥層内（施工前）の DO評価 8)
































































































図-4.4.3には 2013年 11月 22日に測定した造粒物区と対照区の深度毎に測定した地下水の pHと
ORPの関係，図-4.4.4には造粒物区 2における地下水質の鉛直プロファイルを示した．
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図-4.4.3 造粒物区と対照区の深度毎に測定した地下水の pH～ORP関係 15)
表-4.4.4 造粒物区 2における地下水質の鉛直プロファイル 15)
(3) 粒物層内の地下水性状の連続測定
造粒物層内の地下水性状を連続測定し，流動性を測定することを目的として，造粒物区 1 と 2 の
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れている．地下水温は上げ潮開始直後に低下しており，上げ潮の干潟冠水時に低水温の河川水が地
盤内に活発に浸透していることがわかる．水温の変動が造粒物区 1 と 2 で異なるのは両地点の機器






ている．石炭灰造粒物区 1の地盤高は T.P.-0.76m，泥干潟区の地盤高は T.P.-0.95mであった．地下水
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図-4.4.6 大潮期における(a)河川水位と(b)造粒物区 1，対照区における地下水位変化 15)
図-4.4.7 河川水位と石炭灰造粒物層内の地下水位変動 15)
(5) 潮位変動に伴う石炭灰造粒物層内の地下水質変動
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クロロフィル a は二枚貝の餌料となるが，造粒物層内には河川水と同程度の濃度でクロロフィル a
が存在していること（図-4.4.9），造粒物層内の間隙水性状は干潟が干出するタイミングで大きく変
化しており（図-4.4.10），地下水位の低下に伴って表層河川水が浸透していることが予想される．



































































































































































































- 148 - 

















































































- 151 - 
算すると，それぞれの区画で，29cm，38cm，42cm であった．室内実験から土質特性（液性限界，
























































スカムの大規模発生のあった年の 4 月の月降水量は，100mmを超えていたが，実証試験期間中の 4
月の月降水量は 50mm程度であり，気象的な要因によりスカムの発生が少なかった可能性もある．
実証試験区内の状況については，施工から約 3 ヶ月後には，石炭灰造粒物層の圧密沈下と同時に，




急激に浮泥の堆積が生じた 2011年 4月から 8月間において，合流式下水道から越流負荷された懸濁





の施工から約 3ヶ月後の 2011年 8月の時点では，対照区の St.5において最も硫化水素濃度は高く，





























































































































































シウム分の溶出により直上水の pHは 9程度まで上昇し， pH7を基準として補正した ORPは正の値
を示した．溶存硫化物濃度も対照（ケース 1）より大幅に低下し，底質改善効果が確認できた．一方，
浮泥の堆積ケースでは，浮泥堆積厚が 5cm（ケース 4）ではケース 2と同程度であったが，10cm（ケ
ース 5）になると直上水の ORPの低下や溶存硫化物濃度の上昇が生じ，効果が減衰する可能性が高


































2ha の一次施工が行われた（図-4.5.1）．2014 年 12 月にはこれまで底生生物の生息が確認されなか





























浮泥堆積0cm 浮泥堆積0cm 浮泥堆積0cm 浮泥堆積5cm 浮泥堆積10cm 浮泥堆積20cm
対照 GCA（5-40mm） GCA（5-10mm） GCA（5-40mm） GCA（5-40mm） GCA（5-40mm）




































浮泥堆積0cm 浮泥堆積0cm 浮泥堆積0cm 浮泥堆積5cm 浮泥堆積10cm 浮泥堆積20cm
対照 GCA（5-40mm） GCA（5-10mm） GCA（5-40mm） GCA（5-40mm） GCA（5-40mm）
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図-4.5.10 内港地区における底質改善手法の概念図 18)





















本格施工後：平成 26 年 12 月 本格施工前：平成 24 年 12 月 
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図-4.6.2 地盤面および造粒物層の沈下の予測のための模型実験 25)
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～0.75 程度であるのに対し，一次生産起源の有機泥では 0.3 程度の値をとる．IL 比が有機泥の起源
を表すのは脂肪酸の他，生活排水に多く含まれるタンパク質，糖等の不安定な有機物の燃焼温度が
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(e) pH～ORP (f) ILh～POC


























































































5) 酸化物の継続的な溶出が還元ポテンシャルを低下し H2S の生成を抑制することができる 
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採取箇所は，同じく広島市内一級河川太田川水系の河岸干潟である．潮位差は約 4 m あり，干潟
の干出時に試料を採取した．石炭灰造粒物敷設箇所で，5 cm×5 cm の面積を 5 回ケレンし，サンプ
ル容器に採取した．同様に周辺自然石からも試料を採取し実験室に持ち帰り同定を行った。石炭灰
造粒物敷設箇所の干潟底質の ORP は 224 Eh.mV，在来底泥箇所は，-229 Eh.mV であった．また，pH
は，石炭灰造粒物箇所 7.93，在来底泥箇所は 7.02 であり，覆砂材敷設箇所は周辺より pH が高い値









併せて，試料採取箇所の n-ヘキサン抽出物質を分析すると石炭灰造粒物の付着泥は 300 mg/kg，周
辺箇所表層では 500 mg/kg であった．同箇所でのセジメントトラップによる沈降泥の分析結果は
1,200 mg/kg であり，石炭灰造粒物による底泥油分の減少が確認された．この結果についても選好的
な付着微生物の関与が考察される． 
(a) 石炭灰造粒物への藻類付着(水没時)6) (b) 石炭灰造粒物への藻類付着(干潮時)7)
写真-5.2.1 干潟へ敷設した石炭灰造粒物への藻類付着状況 
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表-5.2.1 施工前後で確認された生物相の変化 7)
箇所 施工前（2012.11） 施工後（2013.11） 施工後（2014.8）
No.1 △ Heteromastus属    （環形動物）
△ ﾔﾏﾄｽﾋﾟｵ
    （環形動物）
◎ ﾀﾃｼﾞﾏﾌｼﾞﾂﾎﾞ
    （節足動物） ◎
岩などに付
着して生息
No.2 □ ｳﾐｺﾞﾏﾂﾎﾞ    （軟体動物）
〇 ｹﾌｻｲｿｶﾞﾆ
    （節足動物）
〇 ﾁｺﾞｶﾞﾆ
    （節足動物） 〇
礫混じりの
環境に生息
No.3 □ ﾑﾛﾐｽﾅｳﾐﾅﾅﾌｼ    （節足動物）
〇 ｼﾏﾄﾞﾛｿｺｴﾋﾞ
    （節足動物）
〇  ｼﾏﾄﾞﾛｿｺｴﾋﾞ




    （節足動物） －
□ ﾑﾛﾐｽﾅｳﾐﾅﾅﾌｼ
    （節足動物）  泥環境に生息
- ﾊｴ目
    (節足動物) －
－ ﾒﾘﾀﾖｺｴﾋﾞ属
    (節足動物) － 不明
△ Heteromastus属
    （環形動物）
△ Heteromastus属
    （環形動物）
△ Heteromastus属
    （環形動物）
□ ｳﾐｺﾞﾏﾂﾎﾞ
    （軟体動物）
□ ﾑﾛﾐｽﾅｳﾐﾅﾅﾌｼ
    （節足動物）
△ ﾔﾏﾄｽﾋﾟｵ
    （環形動物）
－ － △ ｹﾔﾘﾑｼ科    （環形動物）
対照区
凡例


















の 4 地区である．2014 年 9 月に，石炭灰造粒物区と周辺の在来底質区の底質試料を採取し実験室に
おいて微細藻類を観察し種を同定した．採取箇所の状況を図-5.2.5 に示す．石炭灰造粒物および在





クロロフィル a（図-5.6.5）は,石炭灰造粒物区で 17～210μg/25cm2，砂泥区で 5.4～38μg/25cm2
であり，造粒物層で顕著に高かった．フェオフィチンは石炭灰造粒物区で 5.3～95μg/25cm2，砂泥
区で 14～52μg/25cm2 であった．クロロフィルａ／（クロロフィルａ+フェオフィチン）は石炭灰造
粒物区で 68.9～76.9 %，砂泥区で 9.4～64.1 %であった．これらの結果から，石炭灰造粒物区は砂泥
区と比べて藻類の現存量，活性が高いと考察される．微細藻類（図-5.2.6）の種類数は石炭灰造粒
物区で 15～17 種類，砂泥区で 16～18 種類であり各地点とも共通した種類が確認され，確認された
種の多くは羽状目（表-5.2.2,写真-5.2.3）で底生性の種であった．優占種は，石炭灰造粒物区と砂
泥区を比較すると，旧太田川下流では優占種が異なっていたが，その他の 3 地点では概ね共通の種
が優占種である．また，石炭灰造粒物区では，Naviculaceae 1 や Navicula sp. 1 の比率が高い．
(5) 珪藻類の付着量評価の結果







































































































































































































石炭灰造粒物区 単位 天満川 旧太田川下流 旧太田川上流 京橋川
Navicula sp. 1 Naviculaceae 1 Naviculaceae 1 Navicula sp. 1
％ 23.3 47.6 21.7 34.6
Naviculaceae 1 Navicula sp. 1 PENNALES 2 Nitzschia  sp. 2
13.6 11.9 14.7 10.3
Nitzschia  sp. 3 Cymbella  sp. 1 Nitzschia  sp. 3
13.6 14 10.3
在来砂泥区 単位 天満川 旧太田川下流 旧太田川上流 京橋川
Naviculaceae 1 Oscillatoria  sp. Cymbella  sp. 1 Navicula sp. 1
％ 28.9 10.4 15.8 31.9
PENNALES 2 PENNALES 2 PENNALES 2 不明4
12.2 10.4 15.8 17.0






Nitzschia sp.1 Navicula ceae1 PENNALES 2










































箇所（30 cm 厚）および，在来還元有機泥堆積箇所で 2013 年 8 月に，□25 cm コドラートを用いて
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(2) 対象箇所の水質調査結果とその概要
感潮河川のため，塩分変化の把握を目的に河川水位の上昇（大潮上げ潮）時に京橋川河央（図
-5.3.1）において，クロロフィル a，濁度を含めて水質連続測定を実施した．定時期（2013 年 12 月）
は河川流量が少なく塩分が高い渇水期とした． 干潮から満潮となる 4 時間の鉛直方向
プロファイルを観測（図-5.3.2）した．塩分躍層は明確でなく 3.5 m の水深で同様の塩分が観測
された．干潮時の塩分 10 PSU は満潮時に 32 PSU に上昇している．シジミの餌と関連付けられるク
ロロフィル a と濁度は，満潮前に急激に上昇する傾向にあった．濁度は干潮時には底層の巻き上が




泥層内と石炭灰造粒物層内の底質 DO・塩分の経時変化を観測した．観測期間は 2013 年 11 月 23 日
から 1 ヶ月間とし，DO 計，塩分濃度計を底質内（河床から 10 cm 下層を測定）へ設置し，併せて河
川水位を連続して測定した．堆積している還元有機泥層内の底質 DO（図-5.3.3）は 2 mg/L 未満の
貧酸素状態，還元有機泥層内の塩分（図-5.3.4）は，恒常的に 15～20 PSU であった．感潮河川水の
塩分は最大 32 PSU が観測されており，泥層内の透水性は低いと考察される．一方，石炭灰造粒物層
は河川水位の変動に伴い，底質 DO（図-5.3.5）は好気環境を保つと共に，塩分（図-5.3.6）は 0～
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27 PSU と変動しており，透水性が高く層内の水循環が確認された．なお，図-5.3.5,図-5.3.6で，
河川水位が水質計設置高より低い時間帯のデータは取得されていない．石炭灰造粒物層内の DO 調




定データから 5~50 g/m2/hr 程度の沈降速度があり恒常的な有機泥堆積環境であることが把握された．
なお，夏季（2014 年 8 月）にクロロフィル a を測定したところ 60 g/L あり季節変動が大きいこと
が確認された．
図-5.3.3 還元有機泥層内の DO 経時変化 9)
図-5.3.4 還元有機泥層内の塩分経時変化 9)
図-5.3.5 石炭灰造粒物層内の DO 経時変化 9)




沈降堆積速度が把握された．既往の研究 12),13)では DO は 1.5mg/L 以上，塩分は，宍道湖産のヤマト
シジミでは，22PSU 以下が好適とされている．還元有機泥層の底質 DO は条件を満足しておらず，
長期的な生息は困難な環境と想定された．直上水の DO は上げ潮時に観測したところ 5.6 mg/L であ
り，底泥の巻き上がりの影響を考慮しても生息条件を十分に満たすものであった．一方で石炭灰造
粒物は透水性が良いため潮位変動に伴い 22 PSU 以上の塩分となる時間は大潮時に約 5 時間，小潮時
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盤高は T.P.+1.4m で干潮時に干出するが干出後も十分な保水性を有している．粒度組成は太田川市内
派川において河口でシルト・粘土分は 10 %以下，下流域で 20～50 %，上流域で 50～80 %という特
徴があり，当該地区も京橋川の中・上流域に位置しており，シルト・粘土分が 80 %を占めた．
対象地区の底質および間隙水は，表-5.3.2 のとおりである．強熱減量は 8.4 %とやや大きい値であ
った．硫化物は 0.2 mg/g 以下であり，シジミの生息に問題がないレベルである．シジミ散布 2 日後
（写真-5.3.2）に，現地の観察とシジミ生息状況を 25 cm コドラートにより表層 10 cm 厚の範囲で
調査した．散布した半数のシジミは底質に潜入せず底質上で固く殻を閉ざしていた．上げ潮時の現
地測定で，直上水は 27 PSU が確認され高塩分によりシジミは潜入活動に移れなかったと考察される．
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流で採取されたシジミを用いて，シジミ成貝による模擬地盤への潜入性能および生息性能について
実験した．実験条件を表-5.3.3に，模擬基盤の性状を表-5.3.4に示す．本実験では，既往の研究 13)
と実験結果を比較できるように，気温，水温を 20 ℃とした．透明な矩形実験水槽（長さ 300 mm ×
幅 180mm）内に，高さ 100 mm の石炭灰造粒物，感潮域の還元有機泥，および比較材料により模擬
地盤を作成した．実験開始時の初期 DO は，現地実験の底質直上水と同じ 5.6 mg/L に調整し，DO
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表-5.3.3 ヤマトシジミ潜入実験条件一覧 9)
表-5.3.4 実験模擬基盤の性状 9)
写真-5.3.3 (a) 実験用シジミ外観        (b) シジミ配置状況 9)
写真-5.3.4 石炭灰造粒物へのシジミ潜入開始・完了状況 9) 
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 (2) 塩分と沈降泥を考慮した模擬地盤への潜入実験
潜入行動への塩分の影響を検討するため，複数の塩分条件により潜入実験を実施した．既往の研
究 13)では 22 PSU 以下は好適とされており，還元有機泥層内の 20 PSU（図-5.3.4）を考慮して，4
～20 PSU の 6 ケースで，自然砂地盤への潜入性能を確認（図-5.3.11）した．6～18 PSU では，静置
直後から潜砂行動を開始し，実験期間中安定して潜砂していた．一方で 20PSU では，殻を閉じ潜入
を開始しなかった．馴致時間が必要なこともあるが，20 PSU では 5 日以降，死貝が確認されはじめ，
8 日後は，潜砂した 1 個体以外を除いて殻を開き死亡していた．18 PSU と 20 PSU では，シジミの潜
入性能の違いが実験的に確認された．太田川派川に生息するヤマトシジミは，宍道湖における既往





















2 週間で塩分環境に馴致できたものも，底質 DO の還元状態により 1 ヶ月後には死滅したと考察でき
る．石炭灰造粒物を還元有機泥が堆積する感潮域においてシジミの生息基盤として適用するには 20 
PSU 以上でのシジミの塩分耐性時間を検討することが，今後の課題である．
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図-5.3.12 ヤマトシジミ潜入実験（20 PSU）結果 9)
図-5.3.13 生息基盤ごとのヤマトシジミの生存数の変化 9)
図-5.3.14 生息基盤ごとの DO の変化 9)
























の 2013 年から 2014 年にかけて干潟調査が実施され，石炭灰造粒物層内では，地下水流動に伴って
酸素を含む地下水とクロロフィル a を含む濁質が造粒物層内へ輸送されていることが明らかとされ





量，およびアサリを含む底生生物調査を実施した．各調査地点でコドラートにより 30 cm×30 cm，
深さ 10 cm の底質を採取し，1 mm 篩で篩分けし底生生物の同定，計測を実施した．また，石炭灰造
粒物の底質での体積率を併せて分析した．








17)．本調査では，いずれの調査地点も硫化物（図-5.4.5）は，0.1 mg/g 未満と低かったが，0.05 mg/g
を超える地点ではアサリの生息は確認されなかった．
1-1,1-2 では石炭灰造粒物層が厚く，水平方向へ水循環があることが確認 16)されている．アサリは
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図-5.4.5 アサリ生息状況（湿重量）と硫化物量 14)
図-5.4.6 干潟調査地点の生物個体数 14)    図-5.4.7 干潟調査地点の生物湿重量 14)
写真-5.4.2 (a)石炭灰造粒物区（1-1）      (b)有機泥堆積区（3-3）14)






























































































実験区の上層，下層へそれぞれ 40 個体（2 層 80 個体）散布し，3 つの実験区へアサリ成貝計 240 個
体（80 個体×3 実験区）を配置した．アサリには，識別可能なマーキングを施し，15 日後に移動箇
所と各層の生存個体数を確認した．干潟の大潮干潮時の干出時間は 4 時間程度である．既往の研究
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図-5.4.8 アサリ行動選好性実験概要 14)
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5.4.4 石炭灰造粒物層へのアサリ成貝潜入実験
(1) 石炭灰造粒物および自然砂礫への潜入実験








実験条件を表-5.4.1に示す．実験では，透明な矩形実験水槽（長さ 300 mm × 幅 180mm）内に，
高さ 100 mm の模擬基盤を構築した．模擬基盤材料の一覧を表-5.4.2に示す．石炭灰造粒物，自然
砂礫および感潮域の還元有機底泥により実験模擬基盤を作成した．実験室の気温，水温は 20 ℃とし
た．実験開始時の初期 DO は，現地の底質直上水と同じ 5.6 mg/L に調整した．実験には人工海水を
使用した．アサリを 24 時間人工海水中の模擬基盤で馴致させた後に実験を開始した．模擬基盤上に
静置（写真-5.4.4）し，24 時間後に基盤へ潜入している個体数を計測した．実験は 3 回連続して実
施した．24 時間後に潜入していたアサリを掘り起し模擬基盤上に再配置した．
表-5.4.1 アサリ潜入実験条件一覧 14) 




























なお，現地還元有機泥層は，底質 DO が 0.1 mg/L 未満と低く，還元有機泥が厚く堆積した干潟で
の長期的な生息は困難と考察される．
写真-5.4.4 （a）アサリ配置状況（b）アサリ潜入状況 14)
図-5.4.10 模擬基盤へのアサリ潜入実験結果（3 回平均値）14) 







































































現地模擬基盤へのアサリの潜入状況を図-5.4.12 に実験終了時の模擬基盤底質間隙水 DO を図
-5.4.13に示す．また，再現基盤でのアサリ生存実験結果を図-5.4.14，図-5.4.15に示す．10 日後
の生息個体数は，石炭灰造粒物体積率 35 %以上の基盤で多く，間隙水 DO も高い．実験時の観察に
よっても，造粒物体積比率が高い基盤の直上水は，濁りが少なく生息基盤として底質 DO の消費抑
制と巻き上がり防止効果による場が形成されると考察できる．
2-1 の石炭灰造粒物体積率は高いが，潜入個体数および生存個体数は少ない．2-1 の含水比は 40 %
以下と低く底質の表面は手触りで固い状態で，底質 DO も 0.1 mg/L 未満であった．これらは現地調
査（図-5.4.4）箇所 2-1 の生息数が同様に低い結果に関係すると考察される．
還元有機泥と比較し石炭灰造粒物を混合した層では，水循環を強制的に抑止しても 10 日後の底質
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図-5.4.13 実験終了時の模擬基盤底質間隙水 DO 14) 






































































































































石炭灰造粒物（粒径 20～50 mm，中央粒径 12 mm，湿潤密度 1.84 g/cm3）を使った生育基盤の造成
は 2010 年 3 月に行った．生育基盤の仕様を図-5.5.2に示す．生育基盤の大きさは 3.2 m×2.8 m と
し，造成面には岸沖方向に傾斜を持たせた．そのため，生育基盤の浅水深部および深水深部におけ
る造成目標地盤高は、それぞれ C.D.L. +0.10m、C.D.L. -0.35 m であり，石炭灰造粒物投入後は地形測
量を実施しながら基盤表面の凹凸を調整，完成とした．なお，大潮満潮時の水深は 4～5m，干潮時
- 201 - 




月中旬の生育基盤整備直後から 5 月末にかけての 2 ヵ月間実施した．測定は流速計（JFE アドバン
テック社製，Compact EM）を基盤面に設置し，サンプリング間隔 10 分，1Hz で毎時 1 分間計測す
るように設定し，流れを計測した．
地盤変動調査は基盤造成直後の 2010 年 3 月から 2012 年 1 月までの 23 ヶ月間にわたり，1～3 ヶ月
毎に合計 12 回実施した．調査は，図-5.5.2に示す基盤表面に設定した 9 つの計測点（中心線に沿っ












2010 年 9 月に移植ユニット 9 個を追加し，合計 22 本のアマモ苗を追加移植した．
図-5.5.1 アマモ生育基盤実験場所（広島市宇品港）21)
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(b) 生育基盤におけるアマモの定着確認調査


















は、相対的に地盤高は低くなり，その変位量は最大 21 cm に達した．また，その変位量は岸側ほど
大きい傾向であった．しかし，その後の地盤高計測では各地点とも大きな変動は確認できず，2010




速計による流速絶対値の変動を示した．流速は概ね 20 cm /s 以下を示すことが多かったが，小潮時
よりも大潮時に大きくなる傾向を示した．また，一潮汐間では満潮時よりも干潮時に瞬間的に大き




たアマモは，造成 1 年目の高水温期に大きく減少した．その数は 10 本まで減少したため， 20 本の
アマモを追加移植した．2 年目の草体本数は当初の移植本数まで回復後にゆるやかに増加し約 200
本に達した．この時，アマモの成長を示す平均草丈は，高水温期に低下するものの 80 cm にまで増
加した。3 年目の草体本数は，さらに急激な増殖傾向を示すとともに，高水温期でも草体本数を減少
させることはなかった．33 ヶ月後の最終計測時には，生育基盤上のアマモ草体本数は 580 本以上に
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図-5.5.6 生育基盤造成初期における潮位変動と基盤上における流速絶対値の計測結果 21)




 （2013年 1月 移植 33ヶ月後）















当てると，水深 20 cm，50 cmの 2つの条件では，波高がそれぞれ 13 cm，24 cmに達すると石炭灰
造粒物で構成された基盤が大きく変化している．また，この時の基盤表面における流速値を微少流















































発芽の可否を確認したところ，良好な発芽率（採集 6ヶ月後，淡水処理発芽誘因法で 98 %）を示し
た．この事実は形成されたアマモ場が周辺海域への種子供給能力を持っていることを示している．



















3) 現地実験により長期的（1 ヶ月以上）なシジミ生息には底質 DO が重要な指標となることが確認




















も 10日後の底質 DOが 0.3 mg/L以上を維持でき，アサリの短期的（1週間程度）な生息環境が良
いことが確認された．
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表-6.1.1 石炭灰造粒物の諸元 2)
項目 単位 規格値
湿潤密度 t/m3 1.8 
自然含水比 % 15～35 
透水係数 cm/s 1.04×100（0Ec）
吸水率 % 15～25 
圧壊強度 MPa 1.2 以上
図-6.1.2 石炭灰造粒物の粒径加積曲線 2)
(3) 限界掃流力の水理実験方法
長さ 40 m，幅 1 m の可変勾配式二次元水路のうち，図-6.1.3に示すように水路上流部 15 m を幅
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(a) 縦断面図                  (b) 横断面図
図-6.1.3 実験水路 2)
表-6.1.2 実験で使用する石炭灰造粒物 2)







37.5mm 以上 40mm 
表-6.1.3 使用した石炭灰造粒物の粒径，比重，摩擦角 2)
粒径 d  (mm) 比重 / tan
3 1.80 1.153 
5 1.87 1.130 
10 1.80 1.032 
15 1.81 1.115 
20 1.79 0.898 
30 1.79 0.831 
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6.1.2 限界掃流力に関する水理実験結果と考察
(1) 粗度係数 nの比較
 石炭灰造粒物を敷き詰めた水路の粗度係数の実験結果および Manning・Strickler の式から算出した
値を表-6.1.4に示す．均等粒径の粗度係数は，若干のばらつきが見られるが，概ね Manning・Strickler
式の値と同等であった．混合粒径の粗度係数の実験結果は均等粒径 10 mm の結果と同程度であった．
これは，3～40 mm の粒径が混在することで空隙が補填され，平均粒径よりも相対的な粗度高さが小
さいためと考えられる．
表-6.1.4 各粒径の粗度係数 n 2)
粒径 d  (mm) 粗 度 係 数 n実験結果 Manning・Strickler 式
3 0.0143 0.0158 
5 0.0152 0.0172 
10 0.0172 0.0194 
15 0.0189 0.0207 
20 0.0219 0.0217 
30 0.0189 0.0232 
40 0.0243 0.0244 
混合粒径 0.0168 0.0216 （dm＝19.5mm による）
(2) 均等粒径による実験結果
均等粒径の実験結果を表-6.1.5 に示す．また，実験から得られた無次元表示の限界掃流力
u*c2/{(s/r)-1}gd と u*cd/n の関係と，Shields 曲線および岩垣式との比較を図-6.1.5に示す．岩垣式 3)









































ここで，栗原式 4)は，限界掃流力の無次元表示 u*c2/{()-1}gdtanおよび u*cd/n の関係にそれぞれ境
5)の提唱した（粒子の均一度を示す係数）を付加し提案したものが式(4.1.2)である．


































ただし，式(4.1.2)で X の近似値を用いるときは無次元量でなくなるので，d の単位として cm を使
用する．ここでは，均等粒径であるため=1 とした．均等粒径の石炭灰造粒物の限界掃流力は，岩
垣式とほぼ一致していることがわかる．ただし，粒径 3 mm と 5 mm の限界掃流力は岩垣式をやや下
回るため，材料移動を極力避けたい場合には栗原式を使用したほうが安全側である．









































特徴的である．粒径 3 mm は，粒子の移動が確認できなかったため移動なしとした．また，図-6.1.8
に今回の実験結果（中間的移動状態），平野 6)による実験，Egiazaroff の式(6.1.3)，芦田・道上の式(6.1.4)，
Egiazaroff・浅田の式(6.1.5)および中川ら 7)の式(6.1.6)の，各粒径および均等粒径の無次元限界掃流力


























































































d  (mm) 移　動　状　態 u *c (m/sec) u *c 2(m2/sec2) u *c d/ν u *c 2/{(σ /ρ)-1}gd tanφ
　時々動く 0.028 0.0008 89.97 0.033
　中間（4個/60sec） 0.029 0.0008 93.19 0.036
　全面的に動く 0.031 0.0010 99.61 0.041
　時々動く 0.040 0.0016 214.22 0.041
　中間（2個/60sec） 0.041 0.0017 219.58 0.043
　全面的に動く 0.044 0.0019 235.65 0.049
　時々動く 0.053 0.0028 553.35 0.036
　中間（4個/60sec） 0.063 0.0040 657.76 0.051
　全面的に動く 0.070 0.0049 730.84 0.062
　時々動く 0.066 0.0044 1036.00 0.037
　中間（2個/60sec） 0.071 0.0050 1114.48 0.043
　全面的に動く 0.079 0.0062 1240.06 0.053
　時々動く 0.085 0.0072 1778.99 0.046
　中間（3個/60sec） 0.091 0.0083 1904.56 0.053
　全面的に動く 0.090 0.0081 1883.63 0.052
　時々動く 0.088 0.0077 2743.43 0.033
　中間（5個/60sec） 0.107 0.0114 3335.76 0.049
　全面的に動く 0.114 0.0130 3553.99 0.055
　時々動く 0.106 0.0112 4457.53 0.036
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ここに，u*ci：粒径 diの砂礫の移動限界摩擦速度，*ci＝u*ci2/(/-1)gdi，*cm＝u*cm2/(/-1)gdm，di：
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表-6.1.6 流れ実験結果（混合粒径） 2)
d m  (mm) d i  (mm) 移　動　状　態 u *ci (m/sec) u *cm (m/sec) d i /d m u *ci 2/u *cm 2 τ*ci /τ *cm
移動なし - - -
移動なし - - -
移動なし - - -
　時々動く 0.066 0.550 2.145
　中間（5個/10min） 0.074 0.691 2.696
　全面的に動く 0.084 0.891 3.474
　時々動く 0.066 0.550 1.072
　中間（7個/10min） 0.074 0.691 1.348
　全面的に動く 0.084 0.891 1.737
　時々動く 0.066 ※ 0.550 0.715
　中間（5個/10min） 0.068 0.089 0.584 0.759
　全面的に動く 0.092 1.069 1.389
　時々動く 0.066 0.550 0.536
　中間（16個/10min） 0.068 0.584 0.569
　全面的に動く 0.092 1.069 1.042
　時々動く 0.066 0.550 0.357
　中間（9個/10min） 0.081 0.828 0.538
　全面的に動く 0.092 1.069 0.695
　時々動く 0.066 0.550 0.268
　中間（3個/10min） 0.081 0.828 0.404



































粒径 d (mm) 5，10，20（均等粒径）
波高 H (cm) 5，7.5，10，12.5，15 
周期 T (sec) 1，1.5，2，2.5，3 
合 計 75 ケース
図-6.2.1 実験水路 2)
6.2.2 波浪による粒径毎の移動限界に関する実験結果と考察
 波浪による移動限界水深の水理実験により得られた石炭灰造粒物の (H0/L0)(sinh(2πhi / 
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表-6.2.2 砂の移動限界係数 2)
砂 石炭灰造粒物
 n  n
初期移動 0.171 1/4 0.099 1/4 
全面移動 0.565 1/3 0.360 1/3 
図-6.2.2 (H0/L0)(sinh(2πhi/L))-1(H0/H)-1 と d/L0の関係 2)
（波高 H＝10 cm，周期 T＝1，1.5，2，2.5，3 sec）
6.2.3 波浪による混合粒径覆砂の移動限界に関する水理実験方法 











粒径 d (mm) 混合粒径（3～40mm）
波高 H (cm) 5，7.5，10，12.5，15，20，25※
周期 T (sec) 1，1.5，2，2.5，3 
合 計 31 ケース
※実験水路の性能により，波高 20 cm では周期 1.5，2，2.5，3 sec，
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6.2.4 波浪による混合粒径覆砂の移動限界に関する実験結果と考察
(1) 混合粒径の移動限界に関する実験結果
水理実験により得られた石炭灰造粒物の(H0/L0)(sinh(2hi/L))-1(H0/H)-1 と d/L0 の関係（混合粒径中の
各粒径 d＝10，15，20，30，40 mm，波高 H＝10 cm，周期 T＝1，1.5，2，2.5，3 sec の場合）と，





砂および石炭灰造粒物の係数， は表-6.2.4 のとおりである． 













Egiazaroff の式 12)や芦田・道上の式 13)といった混合粒径の遮蔽効果を考慮した砂礫の粒径別限界掃
流力の公式が適用できることが分かっている．これより，石炭灰造粒物で生じる遮蔽効果の影響は，
砂礫と同様であると判断できる．全面移動限界に関する粒径別実験結果のうち，波高 H＝10，15，









 n  n
初期移動 0.171 1/4 0.099 1/4 
全面移動 0.565 1/3 0.360 1/3 
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(a) 10mm (b) 15mm (c) 20mm 
(d) 30mm (e) 40mm 
図-6.2.3 混合粒径中の各粒径の(H0/L0)(sinh(2phi/L))-1(H0/H)-1，d/L0関係 11)
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(a) 10mm (b) 15mm (c) 20mm 
(d) 30mm (e) 40mm 
図-6.2.4 混合粒径中の各粒径の(H0/L0)(sinh(2phi/L))-1(H0/H)-1，d/L0関係 11)
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6.2.5 現地の波浪条件に対する考察 
本実験結果を現地の波浪条件に着目して考察する．ここでは風波を対象とする水域について考察
する．一般的に発達した風波の場合の波形勾配は 0.03～0.05，短い吹走距離の風波では 0.05～0.08 程












(a) 10mm (b) 15mm (c) 20mm 

































































































































































 （侵食性海浜）      	
    （平衡海浜）   6.3.1 （堆積性海浜）     
ここで，H0，L0：沖波の波高と波長(m)，tan：海浜勾配，ws：沈降速度(m/s)，T：波の周期(sec)，
g：重力加速度(m/s2)，C：実験または現地観測結果から決定される常数である．服部・川又の式によ
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表-6.3.1 実験ケース 15)
粒径 d (mm) 
均等粒径（5，10※，20 mm）
混合粒径（3～40 mm，dm=20 mm）
波高 H (cm) 10，20，30 
周期 T (sec) 1.5，3.0 
合 計 20ケース※
※均等粒径 10 mmは，粒径の違いによる変化確認を目的とし，

















































 続いて，服部・川又の式から断面変形が侵食型になると判定された粒径 5 mm，波高 30 cm，周期
1.5 secのケースの造波 1時間後と 2時間後の断面形状を図-6.3.5に示す．断面変形結果は侵食型と




の式導出に用いた実験および現地の材料は，粒径 1 mm 以下の天然砂や軽量材料（石炭粉，プラス
チック粒等）を用いている 16)．今回実験に用いた石炭灰造粒物は 3～40 mmであることから，粒径
が大きい材料へ服部・川又の式による分類を適用するには改良が必要であると考えられる．なお，
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(a) 5 mm 
(b) 10 mm 
(c) 20 mm 
図-6.3.4 波高 20cm，周期 3.0sec実験結果 15)
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図-6.3.6 粒径 20 mm，波高 30cm，周期 1.5sec実験結果 15)
(2) 混合粒径の実験結果
混合粒径の結果の一例として，波高 20 cm，周期 3.0 secの波浪条件における造波 1時間後の断面
形状を図-6.3.7に示す．なお，造波 1時間後と 2時間後の断面形状にほとんど変化がないことを確
認している．また，同図には均等粒径 5，10，20 mm の同じ波浪条件の結果を併せて示す．混合粒





続いて，波高 30 cm，周期 1.5 secの波浪条件における各粒径の造波 1時間後の断面形状を図-6.3.9
に示す．同図には均等粒径 5，20 mmの同じ波浪条件の結果を併せて示す．混合粒径の結果も他の
粒径と同様に侵食型の断面変化が確認され，混合粒径の実験結果は 5 mmと 20 mmの中間に位置す
ることが確認できる．これに関しても，波浪による分級作用の影響であると考えられる．
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図-6.3.8 混合粒径の分級 15)
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6.3.4 平衡断面予測モデルによる再現計算
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ここで，：砕波指標(Hb/hb)である．遡上限界については，Surf similarity parameter により次式
から求める．  ¤  1.47. 6.3.12
(6.3.2)式から(6.3.5)式により岸沖漂砂量の絶対値を求め，その移動方向は次式で決定する．   6.3.13
 ここでM=0.0007，Tは波の周期である．左辺が右辺より小さい時は海浜断面が侵食型となり，そ
の逆は堆積型となる．地形変化量は連続式により次式で算定する．   6.3.14












 混合粒径の結果のうち，堆積型の一例として波高 20 cm，周期 3.0 secの，侵食型の一例として波
高 30 cm，周期 1.5 sec の波浪条件における造波 1 時間後の断面形状および解析結果の比較を図
-6.3.11に示す．堆積型の実験結果となった波高 20 cm，周期 3.0 secに対する解析では，実験での侵
食開始箇所や波により運ばれた造粒物による堆積で形成された地形であるバームの位置など，同様
の傾向が確認され，再現できていることが確認できる．他の堆積型の波浪条件のケースについても，
堆積型の断面変化を再現できた．一方，侵食型の実験結果となった波高 30 cm，周期 1.5 secに対す
る解析では，侵食によるバーの形成箇所は異なるが，侵食型の断面変化を再現できている． また，
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(a) ［堆積型］波高 20 cm，周期 3.0 sec，勾配 1/10 
(b) ［侵食型］波高 30 cm，周期 1.5 sec，勾配 1/10  
図-6.3.11 実験と解析の比較（混合粒径） 15)












































































































































合の性能を検証するために水理模型実験を行った．実験は，図-6.4.4に示す 2次元水路（幅 0.2 m，








草方格は実験用水路の急勾配斜面端部のリーフエッジから距離 70 mmの位置に 2本１組で，その
間隔を 79 mm，119 mm，158 mmの 3つの条件で設置した．周期，波高による効果を検証する実験
ではそれぞれ表-6.4.2，表-6.4.3に示す通り，波周期は 0.95，1.26，1.90秒の 3条件で，波高は 1 cm，
6 cmの 2条件を組み合わせて実験を行った，なお，実験条件の設定にあたっては，アマモ場再生実
験の現地でよく観察された航走波とそれに伴う流れが地形変化に影響しており 21），3 年間の測定結





































































ておらず，侵食防止工部分での最大堆積厚は 2 mm であった。さらに，エッジから侵食防止工が設
置されている区間は侵食がほとんど発生せず，防止効果を確認できた．また，防止工間隔 119 mmで
は最大侵食深が 3 mm，最大堆積厚は 2 mm，防止工間隔が 158 mmでは最大侵食深は 8 mm，最大堆
積厚は 6 mm となった．設置間隔が大きくなると対策工内部の侵食深，堆積厚が増大する傾向が見
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られた．
図-6.4.6に防止工の設置間隔 79 mm，波条件は波高 2 cm，周期を 0.95，1.26，1.90秒の 3段階で
変化させた場合の 196 分後の岸沖方向での基盤面の変位を示した．いずれの周期でも侵食防止工の
近傍では 5 mm以上の大きな侵食深は確認できなかった．しかし，岸方向では周期 1.26秒，1.58秒
では侵食深が約 10 mmとなり堆積型の海浜変形を示したに対して，周期 0.95秒では若干の石炭灰造
粒物粒子の移動が見られたのみで，大きな地形の変形は確認できなかった．






食深は最大の 17 mmに達した．なお，ここには示してしないが，波高 4 cmでも波高 6 cmと同様に
石炭灰造粒物が浮遊状態となり，防止工の効果が出ないことがわかった．
図-6.4.5 防止工の設置間隔による岸沖方向の基盤面変位 19)
（水深 5.8㎝，波高 2cm，周期 1.9秒，継続時間 47分）
図-6.4.6 波周期による岸沖方向の基盤面変位 19)
（水深 5㎝，設置間隔 79mm，波高 2cm，継続時間 62分）
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図-6.4.7 波高 1 cm，6 cmによる岸沖方向の基盤面変位 19)
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図-6.4.8 侵食低減効果を示す防止工内部の平均地盤高変位と






線付近に 2.0 m×2.0 mの大きさで石炭灰造粒物を投入，造成した基盤である．本実験では，基盤を
岸沖方向に等分割し，一方を対照区として基盤面の高さ調節のみを行い，もう一方を実験区として
基盤面に侵食防止工を設置することとした．侵食防止工は水理実験の結果をもとに製作したポリプ
ロピレン製の長さ 60 cm，幅 10 cmの部材で，これを必要に応じて連結し使用する．本実験では，防
止工を岸沖方向に 2 つの格子ができるように，基盤面に配置，固定設置した．侵食防止工の効果確
認は，実験開始前、実験後 1ヶ月後、実験 2ヶ月後，それぞれに実施する基盤内 7ヶ所の合計 14カ
所水準測量によって行った．なお、対照区の水準測量は，1ヶ月後に大きく変化したため，1ヶ月後
の測量後に基盤面の凹凸を解消し、2ヶ月後の測定を行った．また，基盤面の石炭灰造粒物に働く外
力を把握するため，波の状況についても観測を行った．波高は 2012年 5月~2012年 7月に造成した
基盤上 30 cmに波高計（JFEアﾄﾞﾊﾞﾝテック社製 INFINITY-WH）を設置し，1時間ごと正時に 3分間
計測を行った．
図-6.4.9 現地実証実験の平面配置図．断面図及び防止工仕様 19)



























速時）では波周期 3.5~5.7秒で、波高 0.47～1.19 mとされている 23）．対象とする水域でこれらの船
舶が全速で航行する頻度は高くないが，2009年に実施した宇品地先での波条件の観測実績では航走
波とみられる期間最大波高 0.23 m、周期 3.4 秒の波が作用し，航走波の基盤面の安定性に対する影
響を指摘している 1）．
今回の実験期間においては，侵食防止工付近で観測された波は期間最大波高が 0.4 m，周期 3.42








































1) 石炭灰造粒物基盤の侵食防止工は，現地波高 20 ㎝以下の波に対し，一定の設置条件で効果を発
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また，国土交通省中国地方整備局広島港湾空港技術調査事務所では，平成 19 年度から平成 24 年
度の 6 年間に渡って，広島湾奥部に位置する海田湾において検討・実証された「石炭灰造粒物によ
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表-7.2.1 試験製作した覆砂材の配合
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図-7.2.5 FA 混合率を変化した覆砂材の TG 曲線および DTA 曲線
(2) 石炭灰造粒物による pH 上昇と溶存態イオン溶出特性
石炭灰造粒物の pH-水分曲線（図-7.2.6）による保水性と溶存態イオンの溶出特性を示した．
実験により，石炭灰造粒物覆砂による pH 上昇特性を示した．造粒物を緩衝作用の少ない淡水域で
使用する場合の覆砂層内間隙水 pH は 9.5～10.4 程度に維持されると考察する．また，貯留実験結果
より，海域で使用する場合の覆砂層内間隙水 pH は，8.0～9.0 程度に維持されると考察する．
主な溶出イオン（図-7.2.7）は Ca イオン，Si イオンであり，石炭灰造粒物の組成物質から遊離し
たものと評価できる．コンクリートのセメント添加量は 300 kg/m3 以上であり，試験に用いた石炭灰




図-7.2.6 石炭灰と石炭灰造粒物（細粒分）と比較材料の pF-水分曲線および Ca 溶出特性
















海砂代替材の結晶組成変化について 6 ヶ月および 30 ヶ月養生後の結晶組成物質を評価した（図
-7.2.8）．養生期間により結晶組成物質が異なることが確認された．ポゾラン反応は長期的に進行し
ており，6 ヶ月以降も継続していると考察される．海砂代替材の主な結晶組成物は，Mulite, Calcite, 





ゾラン反応等が継続しており，製造 6 ヶ月と 30 ヶ月を比較すると比表面積が養生期間に伴い増加し
ている．また，海水浸漬した海砂代替材の元素構成と結晶組成物質の変化について評価した．海域
で 3 年間浸漬した海砂代替材の分析により，Ca 元素の減少とともに，Mg の吸着が確認された．XRD
回折と蛍光 X 線分析により，元素構成と結晶組成物質の変化（図-7.2.10）を示した．元素構成比の
変化と海域で長期的に浸漬した後の組成物質の変化に関するメカニズムと最終組成形態を示した．




物理的に安定した材料であることを示した．覆砂 13 年および 3 年経過した試料による実験の結果，




なっている．また，表層は未使用品ですでに炭酸化しており，その厚さは SEM 観察および EPMA




























































Mulite Al6 Si2 O13
Calcite Ca CO3
Quartz Si O2
Hatrurite Ca3 Si O5
Portandite Ca (OH)2
Magnesite Mg CO3






















図-7.2.11 石炭灰造粒物覆砂層再現による pH 上昇試験



























































項　目 未使用覆砂材 3年経過試料 13年経過試料
圧壊強度 1.30 MPa 1.33 MPa 1.42 MPa
吸水率 22.0% 22.3% 25.1%
色　　調 灰色 灰色 茶黒色



































































































































石炭灰造粒物の土壌反応特性（表-7.3.1）は，粉体である FA および砂礫状物質である CA（クリ
ンカアッシュ）と比較し，陽イオン交換容量は約 10 倍，リン酸吸収係数は 3 倍以上となっており，
造粒固化により，土中イオン吸着保持性能が向上されている．石炭灰造粒物は，砂礫材料の CA と
比較し造粒固化により，高い保水性能を有する．また，自然石，CA，および FA に比較し，Ca イオ
ンの溶出速度が大きく，これは土壌反応性試験結果と傾向が一致している．石炭灰造粒物覆砂によ
り，有機泥層と石炭灰造粒物の接触・混合層では，その土壌反応性と溶出される Ca イオンの造粒物





造粒物層内に存在する Ca (OH)2 は，有機泥土粒子のシリカ分とポゾラン反応を起こし，土粒子と石
炭灰造粒物との接着が起こると考察される．併せて，水和反応による土の含水比低下に起因されて
有機泥が安定化し含水比の低下も考察される．反応物質である Ca (OH)2 は，TG 曲線（図-7.2.5）








単位 ＦＡ 石炭灰造粒物 CA
陽イオン交換容量（CEC） meq/100g 0.71 8.80 0.39
電気伝導度 mS/cm 1.00 0.99 1.11
カルシウム 27.1 52.1 12.3
マグネシウム 1.2 1.2 0.4
カリウム 0.1 2.0 0.01
ナトリウム 0.3 1.3 0.1
アンモニア態窒素 5.8 2.1 1.2
硝酸態窒素 0.6 0.3 0.4
リン酸吸収係数 - 797 2540 675
mg/100g 208.7 10.1 15.6
カルシウム 0.1未満 11.0 0.1
マグネシウム 0.08 1.0 0.22
カリウム 4.0 7.0 2.8









- 263 - 
図-7.3.4 石炭灰造粒物覆砂による土粒子の凝集・団粒化概念図および有機泥安定化概念図
写真-7.3.2  SEM 画像(a)造粒物と有機泥の混合（1:1）試料，(b)現地覆砂での凝固試料
図-7.3.5 底泥溶出物質抑制実験概要および還元有機泥性状
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図-7.3.10 干潟を模擬した覆砂材への油脂類吸着実験概要
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(1) 底質浄化能力を持つ作業場構築技術の開発














日施工費 22.3 万円/日 32.5 万円/日
日施工数量 92.8m2／日(4hr／日) 65.0m2／日(4hr／日) 
時間施工効率 23.2m2／hr 16.3m2／hr 
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が望め，安全な重機作業を可能とする石炭灰造粒物の敷設厚を評価できる設計用データの蓄積（写




かつ干潟地盤支持力 0 kN/m2 のヘドロ干潟において，重機作業に必要となる作業用通路への石炭灰
造粒物の敷設厚が検討可能となった．また，透水層内で水位変動（潮位）に沿った水循環と底質 DO
供給が確認され，その透水機能を示した． 
   （施工前 2009 年 12 月）        （施工後 2013 年 5 月）





















た．造粒物層内では地下水流動に伴いクロロフィル a は 2～6µg/L，溶存酸素濃度は 2～8mg/L で河
川水と同程度に維持されており，二枚貝の生息に良好な水環境が形成されていることが示された．
造粒物 50cm干潟表層
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図-7.4.8 アクリル水槽による実験およびアクリル水槽に堆積した石炭灰造粒物層の粒度
図-7.4.9 内港地区における底質改善手法の概念図


























































(a) 石炭灰造粒物への藻類付着(水没時)     (b) 石炭灰造粒物への藻類付着(干潮時) 
写真-7.5.1 干潟へ敷設した石炭灰造粒物への藻類付着状況 
表-7.5.1 施工前後で確認された生物相の変化 
箇所 施工前（2012.11） 施工後（2013.11） 施工後（2014.8）
No.1 △ Heteromastus属    （環形動物）
△ ﾔﾏﾄｽﾋﾟｵ
    （環形動物）
◎ ﾀﾃｼﾞﾏﾌｼﾞﾂﾎﾞ
    （節足動物） ◎
岩などに付
着して生息
No.2 □ ｳﾐｺﾞﾏﾂﾎﾞ    （軟体動物）
〇 ｹﾌｻｲｿｶﾞﾆ
    （節足動物）
〇 ﾁｺﾞｶﾞﾆ
    （節足動物） 〇
礫混じりの
環境に生息
No.3 □ ﾑﾛﾐｽﾅｳﾐﾅﾅﾌｼ    （節足動物）
〇 ｼﾏﾄﾞﾛｿｺｴﾋﾞ
    （節足動物）
〇  ｼﾏﾄﾞﾛｿｺｴﾋﾞ




    （節足動物） －
□ ﾑﾛﾐｽﾅｳﾐﾅﾅﾌｼ
    （節足動物）  泥環境に生息
- ﾊｴ目
    (節足動物) －
－ ﾒﾘﾀﾖｺｴﾋﾞ属
    (節足動物) － 不明
△ Heteromastus属
    （環形動物）
△ Heteromastus属
    （環形動物）
△ Heteromastus属
    （環形動物）
□ ｳﾐｺﾞﾏﾂﾎﾞ
    （軟体動物）
□ ﾑﾛﾐｽﾅｳﾐﾅﾅﾌｼ
    （節足動物）
△ ﾔﾏﾄｽﾋﾟｵ
    （環形動物）
－ － △ ｹﾔﾘﾑｼ科    （環形動物）
対照区
凡例
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表-7.5.2 ヤマトシジミ潜入実験条件一覧    表-7.5.3 実験模擬基盤の性状
図-7.5.3 石炭灰造粒物および砂礫の粒径を変化した場合の潜入状況
図-7.5.4 造粒物に有機泥混合した場合の潜入状況 図-7.5.5 塩分を変化による潜入状況
図-7.5.6 ヤマトシジミ潜入実験（20 PSU）結果および生息基盤毎の生存数の変化


































表-7.5.4 アサリ潜入実験条件一覧       表-7.5.5 実験模擬基盤の性状
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図-7.5.8 模擬基盤および還元有機泥混合基盤へのアサリ潜入実験結果（3回平均値）
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図-7.6.1  u*c2/{)-1}gdと u*cd/nの関係
           （均等粒径）             （混合粒径）
























 n  n
初期移動 0.171 1/4 0.099 1/4 






























































-7.6.6）が適用されないことを示した．混合粒径の結果の一例として，波高 20 cm，周期 3.0 secの
波浪条件における造波 1時間後の断面形状を図-7.6.7に示す．なお，造波 1時間後と 2時間後の断
面形状にほとんど変化がないことを確認している．また，同図には均等粒径 5，10，20 mm の同じ
波浪条件の結果を併せて示す．混合粒径の結果における侵食開始位置やバームの形成状況は，平均
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波高 20cm，周期 3.0sec























































































異動し，その後の 2014 年 10 月に入学となりました．さらに石炭灰有効活用研究のエネルギア総合
研究所への業務移管に伴い，2015年 2月からは，エネルギア総合研究所（土木担当）へ異動し，引
き続き研究に従事させて頂きました．大学にも近くきめ細かいご指導を頂けました．





















平成 28（2016）年 中本 健二
